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１．計画策定に当たって 

１－１ 計画の背景と目的 

・本市においては、平成22年３月に「西脇市住生活基本計画」を策定し、「西脇らしい豊かな暮

らしを実現する住まいづくり」を基本理念に掲げ、住宅施策の実施に努めてきたところである。 

・平成26年度には「都市再生特別措置法」が改正され、コンパクトなまちづくりと地域交通の

再編との連携により、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』のまちづくりを進める

ため、立地適正化計画の策定が可能となった。さらに、全国的に増加傾向にある空き家への

対策推進に向けて、空家等対策計画の策定、特定空家等に対する措置等を盛り込んだ「空家

等対策の推進に関する特別措置法＊１」が制定され、平成 27 年５月 26 日に完全施行された。 

・そこで、前期計画期間の最終年に当たり、これら都市・住宅政策における国の動向や、社会

経済情勢及び本市住宅を取り巻く状況等の変化を踏まえて、計画の見直しを行うものである。 

＊１ 以下、空家等対策特別措置法と記す。 

 

１－２ 計画の位置付け 

・本計画は、住生活基本法で策定が定められている国の「住生活基本計画（全国計画、平成 23

年３月）」及び兵庫県の「兵庫県住生活基本計画（平成24年１月）」を踏まえ、本市の地域特

性などに配慮した住宅施策に関する基本計画とする。 

・本計画は、「西脇市総合計画・後期基本計画（平成25年３月）」の分野別計画として、西脇市

の住宅政策及び市営住宅の管理の指針となる計画であり、「西脇市総合計画・後期基本計画」

や「西脇市都市計画マスタープラン（平成 22 年３月）」等関連計画との整合を図りつつ、推

進する計画とする。 

・また、本計画と同時に「西脇市市営住宅長寿命化計画」を策定するものとし、市営住宅の整

備と管理については同長寿命化計画の内容を踏まえた見直しを行う。 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

＊２ その他関連計画として、以下のような計画がある。 

・西脇市緑の基本計画 

・西脇市中心市街地活性化基本計画 

・西脇市地域防災計画 

・西脇市地域福祉計画 

・西脇市環境基本計画 

《西脇市の計画》 

兵庫県 

住生活基本計画 

西脇市総合計画・後期基本計画 

（平成 25 年３月策定） 

住生活基本計画 

（全国計画） 

西脇市住生活基本計画

・西脇市都市計画マスタープラン

・西脇市耐震改修促進計画 

・西脇市市営住宅長寿命化計画 
・その他関連計画＊２ 

連携 

《国・県の計画》 
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１－３ 計画期間 

・全計画期間は、平成22年度から平成31年度までの10年間であり、本計画は前期計画期間の

終了に当たって計画の見直しを実施するものである。 

 

 

 

 

 

【計画期間】平成 22 年度～平成 31 年度の 10 年間 
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２．上位・関連計画の整理・検証 

２－１ 上位計画及び主要関連計画の概要 

(1) 住生活基本計画（全国計画） 平成 23 年３月策定 

主体 国土交通省 

計画期間 平成 23 年度から平成 32 年度まで 

目標 １．安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築 

２．住宅の適正な管理及び再生 

３．多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 

４．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

個別の施策と指標（抜粋） 

１．安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築 

（１）住生活の安全を確保する住宅及

び居住環境の整備 

 

・耐震診断、耐震改修等の促進 

・密集市街地の整備促進等 

 

（２）住生活の安心を支えるサービス

が提供される環境の整備 

 

・サービス付きの高齢者向け住宅の供給促進 

・公的住宅団地における生活支援施設の設置促進等 

（３）低炭素社会に向けた住まいと住

まい方の提案 

・住宅の省エネルギー性能の向上 

・地域材を活用した住宅の新築・リフォームの促進等 

（４）移動・利用の円滑化と美しい街

並み・景観の形成 

・住宅及び住宅市街地のユニバーサルデザイン化 

・景観計画、景観協定等の普及活動 

２．住宅の適正な管理及び再生 

 

 

 

・住宅の維持管理情報の蓄積 

・マンションの適切な管理・維持修繕の促進 

３．多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境 

（１）既存住宅が円滑に活用される市

場の整備 

 

・住宅購入やリフォームに関する助言を受けるための環境整備 

・瑕疵担保保険の普及、住宅履歴情報の蓄積の促進等 

（２）将来にわたり活用される良質な

ストックの形成 

 

・住宅性能表示制度・長期優良住宅制度の見直し 

・地方の気候・風土、歴史、文化に応じた良質な住宅供給促進等

（３）多様な居住ニーズに応じた住宅の

確保の促進と需給の不適合の解消 

 

・高齢者等向け賃貸住宅の供給や三世代同居・近居への支援 

・空き家の再生・除却や情報提供等による活用促進等 

４．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 

 

 

 

・公営住宅等の適切な供給 

・居住支援協議会への支援強化等 

指標：耐震性を有する住宅ストックの比率 79％（H20）→95％（H32） 等 

指標：高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 0.9％（H17）→３～５％（H32） 等 

指標：リフォーム実施戸数の割合 3.5％（H16～20 平均）→６％（H32） 等 

指標：最低居住面積水準未満率 4.3％（H20）→早期に解消 等 

   高齢者居住住宅のバリアフリー化率（一定のバリアフリー化）37％（H20）→75％（H32）等 

指標：新築住宅における住宅性能表示の実施率 19％（H21）→50％（H32） 等 

指標：既存住宅の流通シェア 14％（H20）→25％（H32） 等 

指標：子育て世帯における誘導居住面積水準達成率 35％（H20）→50％（H32） 等 
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(2) 兵庫県住生活基本計画 平成 24 年１月策定 

主体 兵庫県 

計画期間 平成 23 年度から平成 32 年度まで 

目標 目標１．安全・安心、快適に暮らせる住まいづくり 

目標２．多様な居住ニーズを実現する住まいづくり 

目標３．地域に愛着を持って豊かで元気に暮らせる住まいづくり 

重点的に推進する施策の方向と主な施策（抜粋） 

１．災害などに備えた安全・安心な住まいづくり 

 

（１）住宅の安全性の確保（住宅の耐

震化の促進等） 

・簡易耐震診断の推進 

・わが家の耐震改修促進事業等の推進等 

（２）宅地・住宅市街地の安全性の確

保 

・宅地の耐震化の推進 

・マンション建替えの支援等 

（３）県民の防災意識の向上 ・ハザードマップによる情報提供 

・住宅用火災警報機設置の推進 

（４）災害時における円滑な住宅確保 ・災害時の協力体制の構築 

・兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）の推進等 

（５）住宅・住宅地の防犯性の確保 ・防犯優良マンション認定制度等の推進 

・地域安全まちづくり活動の推進 

２．誰もが安心して暮らせる住まいづくり 

 

（１）公的賃貸住宅の的確な供給 ・地域の住宅需要に応じた公営住宅ストックマネジメントの推進

・公営住宅の適正な入居管理の推進等 

（２）民間賃貸住宅の活用による入居

の円滑化 

・ひょうごあんしん賃貸住宅制度等の推進 

・住まいの情報提供・相談体制の整備 

（３）多様な主体間の連携による居住

の安定確保 

・多様な主体の連携による居住支援体制の強化 

・空き家を活用した福祉施設等の整備促進 

３．少子・高齢社会に対応した住まいづくり 

 

（１）高齢者の居住の安定確保 ・人生 80 年いきいき住宅助成事業の推進 

・公営住宅等のバリアフリー化の推進 

・サービス付き高齢者向け住宅の登録及び適正な管理の推進 

・公営住宅団地における地域の福祉拠点の整備促進 

・高齢者の見守り体制の強化 

・リバースモーゲージを活用した居住の安定確保等 

（２）子育て世帯等の居住の安定確保 ・公営住宅における子育て・新婚世帯の収入基準の緩和 

・子育てに適した住宅や住環境の整備促進等 

（３）高齢者や子育て世帯等の住み替

え支援 

・住民主体の住まいづくりのための勉強会等への支援 

・民間事業者と連携した住み替え支援 

（４）三世代同居･隣居･近居ニーズに

対応した住まいの確保 

・県営住宅における介護等のための同居･隣居･近居への対応 

・三世代同居等に関する相談体制の整備等 

（５）大規模団地の再生と持続可能な

住環境の確保 

・明舞団地再生の取組の推進 

・団地マネジメントの推進 

指標：大規模地震にも倒壊しない耐震基準適合率 82.4％（H20）→97％（H32） 等 

指標：最低居住面積水準未満世帯率 3.2％（H20）→0％（H32） 等 

指標：高齢者が居住する住宅の一定のバリアフリー化率 42.2％（H20）→80％（H32） 等 
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重点的に推進する施策の方向と主な施策（抜粋） 続き 

４．地球環境にやさしい住まいづくり 

 

（１）次世代型の環境配慮住宅の普及

促進 

・環境配慮住宅の普及促進 

・住宅の省エネ改修と再生可能エネルギー導入の促進等 

（２）住環境における緑化の推進 ・県民街並み緑化事業の推進 

・緑条例による緑豊かな地域環境形成の推進等 

（３）環境にやさしい住まい方の普及

促進 

・環境に配慮した住まい方の普及促進 

・家庭への省エネ機器等の導入促進 

（４）地域の住宅産業の育成・活性化

の促進による森林保全 

・県産木材の生産・流通・建設の連携システムの構築 

・消費者への県産木材利用促進支援等 

５．次世代に受け継ぐ住まいづくり 

 

（１）住宅の長寿命化の推進 ・長期優良住宅等の普及促進 

・長期利用可能な公営住宅等の整備 

（２）住宅の適正な維持管理の促進 ・地元工務店等を活用した維持管理の支援体制の整備 

・マンション管理の適正化 

６．安心して住宅リフォームや既存住宅を取引できる環境づくり  

 

（１）住宅リフォームの促進のための

環境整備 

・ひょうご住まいサポートセンターによるリフォーム支援 

・住宅改修業者登録制度の推進等 

（２）既存住宅の流通促進のための環

境整備 

・住宅履歴情報の蓄積・活用等の推進 

・民間と連携した既存住宅情報提供システムの構築等 

７．豊かなライフスタイルの実現 

 

（１）地域の景観・住まいづくりの推

進 

・景観形成地区等における景観形成に対する支援 

・住民の参画と協働による景観形成支援等 

（２）多自然地域等の住まいづくりの

推進 

・多自然居住に関する情報発信と交流拠点の整備促進 

・空き家を活用したまちづくり拠点等の支援等 

（３）まちなか居住の推進 ・県・市町の連携によるまちなか居住の推進 

・ユニバーサル社会づくり推進地区の整備 

指標：省エネルギー対策住宅率 14.8％（H20）→50％（H32） 等 

指標：長期優良住宅供給割合 10.8％（H20）→20％（H32） 

指標：既存住宅流通率 21.7％（H20）→30％（H32） 等 

指標：二地域居住等実施世帯数 56 千世帯（H20）→70 千世帯（H32） 
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(3) 西脇市総合計画・後期基本計画 平成 25 年３月策定 

主体 西脇市 

計画期間 平成 25 年度から平成 30 年度まで 

都市像 人輝き 未来広がる 田園協奏都市 

将来像 いのちいきいき 自然きらきら 共生のまち にしわき 

～市民が主役！地域が主体！次世代につなぐ ふるさとの創造～ 

分野別の展望 １．ともに支え合い、笑顔輝くあたたかなまち（健康・子育て・福祉） 

２．産業が元気！活力とにぎわいあふれるまち（産業・経済） 

３．こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち（教育・文化・スポーツ） 

４．暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち（生活安全・安心） 

５．快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち（都市基盤・生活環境） 

６．持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち（自然・環境共生） 

７．多様な主体による地域自治が確立したまち（地域自治） 

８．時代に対応した行政経営が確立したまち（行政経営） 

土地利用の 

基本方針 

① 自然環境と都市環境の調和のとれた発展を促すため、無秩序な開発を抑制し、秩序

ある土地利用を進めます。 

② 「市街化区域」では、用途の純化や秩序ある用途の共存により、都市機能を明確化

し、コンパクトで快適な市街地形成に努めます。 

③ 「市街化調整区域」では、無秩序な開発を抑制する一方、これまでの規制によって

人口減少や地域が持っている資源や特性の低下が進む地域においては、地域のまちづ

くりと一体となった土地利用を図っていくことが必要なことから、地域住民とともに

「特別指定区域制度」などの活用についての協議を進めます。 

④ 農地・山林については、農林業の生産基盤や緑地資源として不可欠なものであるこ

とから、無秩序な開発を防ぎ、その維持・保全に努める一方、新たな農業施策等の導

入を図り、積極的な環境整備に努めます。 

⑤ 工業については、市街化区域内において大規模な工場を誘致するために、必要な用

地の確保が困難なことから、企業誘致の受け皿として市街化調整区域に産業誘致地区

を指定し、積極的な産業の集積を図ります。 

将来都市構造  
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住宅関連施策（抜粋） 

１．暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち（生活安全・安心） 

（１）防火意識の高揚と救命技術の普

及 

・地域での防火訓練の実施・支援 

・救急救命講習・ＡＥＤ講習会の実施 

（２）防災基盤の整備・強化 ・河川改修事業の促進（加古川未整備区間・杉原川など） 

・浸水対策事業の推進（郷瀬町排水ポンプ場・雨水幹線整備など）

・急傾斜地崩壊対策事業・砂防事業の促進 

（３）災害対応力の向上と防災体制の

強化 

・防災訓練・研修の実施 

・自主防災組織の活動支援・未整備自治会での組織化 

・災害時要援護者支援体制づくりの推進 

（４）総合的な交通安全対策の推進 ・交通安全教室事業    ・自転車安全運転の街頭啓発 

・交通安全施設整備事業（歩道の設置など） 

（５）防犯活動の支援と防犯対策の強

化 

・まちづくり防犯グループの活動支援 

・防犯灯の設置・更新 

２．快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち（都市基盤・生活環境） 

（１）体系的な道路交通網の形成 ・国道 175 号の整備の促進 

（西脇北バイパスの整備・黒田庄区間の調査区間の指定） 

・国道 427 号の整備の促進（西脇道路の事業化・整備の促進）

・県道中安田市原線の事業化  

（２）安全で快適な道路環境の整備 ・県道西脇八千代市川線・県道多可北条線歩道の整備の促進 

・交通安全施設整備事業（歩道の設置など） 

・橋りょう長寿命化事業 

（３）生活に密着した道路の整備 ・市単独道路改良・舗装事業  ・生活道路の維持・修繕事業 

・道路アドプトの推進 

（４）利用者にやさしい公共交通の整

備・充実 

・地方バス等公共交通維持確保対策事業（運行事業者への補助など）

・地域バス交通計画の策定 

・コミュニティバス運行事業（運行補助・ダイヤ調整など） 

（５）公共交通機関の利用促進 ・ＪＲ西脇市駅周辺整備事業の推進 

・交通事業者への利便性・快適性向上の要望活動 

・運転免許証返納者への公共交通利用の優遇措置の検討  

（６）新しい交通手段の確保・充実 ・自主運行バス（つくしバス）の運営支援 

・市民との協働・民間活力による交通手段の導入研究 

（７）定住促進につながる住宅環境の

整備 

・住宅耐震化・住宅リフォーム支援 ・茜が丘宅地分譲の推進 

・空き家対策の推進（空き家バンク制度・適正管理対策の検討）

（８）住宅セーフティネットの推進 ・市営住宅の維持管理   ・市営住宅の改築（日野ヶ丘団地）

・民間賃貸住宅事業者などとの連携・支援の検討  

（９）総合的・計画的な土地利用の推

進 

・計画的な土地利用の推進（開発許可制度の適正運用など） 

・特別指定区域制度の活用支援 

（10）良好な景観の保全・形成 ・保全すべき景観・まちなみの検討 

・屋外広告物の規制・指導 

（11）魅力ある生活空間と公共空間の

保全・創出  

・中心市街地の基盤整備（都市計画道路西脇上戸田線の整備促進

など） 

・公園・緑地の施設整備・維持管理（アドプト制度の推進など）

３．持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち（自然・環境共生） 

（１）エネルギー資源の有効活用 ・公共施設への再生エネルギー設備の導入 

・住宅用太陽光発電システム普及促進事業 

・地域エネルギービジョンの策定 

（２）身近な生活環境の保全対策 ・大気汚染の監視・水質汚濁の測定 

・環境美化パトロール活動 

・空き家・空き地管理対策の検討 
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(4) 西脇市都市計画マスタープラン 平成 22 年３月策定 

主体 西脇市 

計画期間 平成 22 年度から平成 30 年度まで 

都市づくりの 

基本方針 

■自然・田園・産業が共生し、生き生きとした暮らしや多様な交流を生み出す都

市づくり 

都市づくりの 

目標 

１．安全・快適に暮らせるまちづくり 

２．活力とにぎわいあふれるまちづくり 

３．自然と共生しうるおい豊かなまちづくり 

４．多様な主体の参画と協働のまちづくり 

市街地・住環境整

備の基本方針 

① 都心（中心市街地）における多様な都市機能の集積と市街地整備の推進  

② 既成市街地における基盤整備の推進  

③ 「まちなか居住」の誘導と安全で快適な住環境の保全、育成  

④ 田園まちづくりの推進と集落地区の住環境整備 

市街地整備の方針（抜粋） 

１．都心（中心市街地）の整備 

・都心（中心市街地）については、居住・商業・業務・教育・文化など多様な都市機能の充実・強化を図

り、北播磨地域の拠点都市にふさわしい市街地の形成を誘導します。このため、都心（中心市街地）に

つながる主要な都市計画道路の整備を促進します。 

・都市計画道路に面さない後背地においては、地権者の状況等を踏まえ、個別建て替えの誘導による不燃

化・耐震化促進と、セットバック誘導による生活道路の拡幅整備を進め、安全・快適な市街地形成を誘

導します。 

・土地利用については、地区計画制度や協定制度の活用などを視野に、住生活基本計画を踏まえた「まち

なか居住」の誘導や、中心市街地活性化施策による都市機能の誘導などとの連携により、良好な都心居

住地の形成を図ります。 

２．既成市街地の整備 

・市街地の骨格を形成する都市計画道路については、体系的かつ計画的な整備を図ります。併せて、沿道

街区の整備や沿道建築物の不燃化・耐震化の誘導、街並み形成の誘導など、整った市街地の形成を促進

します。 

・生活道路が狭あいな既成市街地においては、建築物の更新に併せて、一定の連続性を持つ区間について、

順次、生活道路の拡幅整備や交差点改良などを進めます。また、地区計画制度や協定制度等の誘導手法

を活用し、良好な街並みの形成を図ります。 

・市街化区域内において農地が比較的多い地区においては、地権者等の合意と協力を得ながら、基盤の整

った良好な市街地整備のため、土地区画整理事業や地区計画制度などの導入について検討します。 

・住民参加によるまちづくりを推進し、美化、緑化活動の展開や安心できるコミュニティの育成などを進

め、安全・安心の住環境の形成を促進します。 

３．良好な住環境の保全、創出 

・市街地内の良好な戸建て住宅地については、現在の良好な住環境を維持するため、住民参加のまちづく

りを推進し、地区計画制度や協定制度などの活用を図ります。 

・地区計画制度を活用している地区では、地区計画に従った基盤整備や建築物の建築を誘導します。併せ

て、市街化の状況等を踏まえ、市街化推進の方策や地区計画の内容の充実等を検討します。 

４．伝統的街並みの保全、整備 

・都心（中心市街地）において、登録文化財「旧来住家住宅」や播州織工場を再生した「播州織工房館」

などがある地区及び周辺では、伝統的街並みの保全を検討します。 
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住環境整備の方針（抜粋） 

１．「まちなか居住」の推進 

・住生活基本計画に基づき、都心周辺や既成市街地の住環境の向上と併せて、既成市街地（まちなか）へ

の居住回帰を促進する「まちなか居住」を誘導します。 

・既成市街地（まちなか）の有する社会資本や都市機能の集積の活用、充実を図り、少子高齢社会、人口

減少時代を見据えた、ストック活用型の住環境整備を検討します。 

２．郊外部の公営住宅団地の再編、整備 

・西脇市では、郊外部にまとまった規模の公営住宅団地が立地していますが、老朽化が進んでいることか

ら、住生活基本計画に基づいて、計画的な再編、整備を検討します。 

・公営住宅団地は各地域の資源でもあり、団地の再編、整備に当たってはコミュニティの育成や防災など

地域のまちづくりへの貢献に配慮した土地活用を検討します。 

３．集落地区における住環境の整備 

・市街化調整区域の集落地区については、地域活力の維持を図るため、兵庫県の特別指定区域制度を活用

し、地区レベルの土地利用計画に基づく住宅地や事業所用地などの確保を図ります。  

・都市計画区域外の集落地区については、「市民の環境を守る条例」、兵庫県の「緑豊かな地域環境の形成

に関する条例（緑条例）」などを活用し、森林環境の保全・活用及び田園環境と調和するまちづくりを誘

導します。 
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２－２ 現計画の検証 

(1) 成果指標の達成状況 

・現計画において設定された基本方針の成果指標について、現時点での達成状況を検証した。 

・計画策定時点の数値と現時点での数値を比較したところ、５つの成果指標のうち４つの指標

について大幅な改善がみられた。 

・特に「リフォーム実施世帯の持家世帯に対する戸数」は前回の２倍以上の増加となっている。

また「高齢者対応の設備がある世帯の比率」については計画期間終了時点での目標値をすでに

ほぼ達成している。 

・一方、「社会減の減少」に関しては、平成 24 年度のデータでは社会減が 206 人と前回数値よ

り増加しており、状況がやや悪くなっているとみられる。 

■表１ 西脇市住生活基本計画(現計画)の概要  

主体 西脇市 

計画期間 平成 22 年度から平成 31 年度まで 

住まいづくりの基本理念 西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 

基本方針と成果指標 成果指標 計画策定当初

(H22)の状況 

現在(H27)の

達成状況 

目標値 

(H31) 

１．リフォームの促進によ

る快適な居住空間の確

保 

持ち家世帯のうちリフォー

ム実施世帯の戸数 

【住宅・土地統計調査】 

H15：360 戸/年 H25：754 戸/年 

⇒増加○ 

現状維持 

２．安全・安心の住宅・住

環境の確保 

「災害に強いまちになって

きている」と感じている市民

の割合 

【まちづくり市民アンケート】

H20：45.2％ H25：55.7％ 

⇒増加○ 

H31：増加 

高齢者対応の設備がある世

帯の比率（持家・借家別） 

【住宅・土地統計調査】 

 

持
家 

H15：56.5％ H25：70.2％ 

⇒目標達成◯ 

H31：70.0％ 

借
家 

H15：18.2％ H25：32.4％ 

⇒目標達成◯ 

H31：25.0％ 

３．人口定着の受け皿とし

ての住宅・宅地の供給 

社会減の減少 

【西脇市統計】 
H9～18 の平均 

：△182 人 

H25：△206 人 

⇒増加× 

H31：減少 

４．住宅のセーフティネッ

ト機能の確保 

最低居住面積水準未満率 

【住宅・土地統計調査】 

 

H15：4.8％ H25：3.4％ 

⇒減少○ 

H31：解消 

５．まちなか居住の促進 ・中心市街地への転入人口の増加（西脇市の中心市街地に転入する者の人口）を目標と

するが、住宅政策だけではなく、商業活性化や市街地整備などとあわせて実現を目指す

べき目標であるため、数値目標は住生活基本計画では設定しない。 



 

11 

 
(2) 施策の実現及び実施状況 

・現計画において策定された施策の実施状況をまとめた。 

・５つの重点施策のうち、４つの施策については何らかの個別施策・制度を実施している。 

■表２ 重点施策 

重点施策 実現した施策 

１．既存住宅のリフォームの促進  

・リフォームアドバイザーによる見積、工事監理、完了確認等のシステムづくり 

・官民連携したホームページの作成（公的機関の助成制度等の集約提供） 

・庁内相談窓口の連携・充実 

・フォーラム・講演会・相談会の開催／専門相談 

未実施 

市のＨＰは実施 

実施（ⅰ） 

実施（ⅰ） 

２．安全・安心な住環境整備の推進  

・木造密集市街地における地区計画等の導入による生活道路の拡幅、住宅不燃化の促進 

・前面道路が幅４ｍ未満の場合にセットバック分を市に無償提供してもらう制度 

 （その部分の拡幅・舗装整備を市で実施） 

【耐震化促進のための簡易耐震診断、耐震改修工事等への支援制度】 

未実施 

未実施 

 

実施（ⅱ） 

３．定住促進のための住宅・宅地の供給  

・茜が丘の宅地分譲等、良質な住宅・住宅地の供給の推進 

・リフォームなどにより長寿命化された良質な中古住宅の流通促進 

・官民協働による西脇市における住情報発信の促進、西脇市での暮らしの PR 

継続して実施中 

未実施 

未実施 

４.官民の連携による住宅セーフティネットの構築  

※施策内容については、「今後の西脇市市営住宅の活用方針」を参照 一部実施 

（ⅲ）（ⅳ） 

５．まちなか居住の促進  

・中心市街地における都市計画道路等の整備に合わせた公的・民間住宅等の共同化推進 

・まちなかにおける魅力的な住宅供給 

・まちなかで暮らす楽しさを豊かにするための場づくりを推進する 

未実施 

未実施 

未実施 

■実施した施策の概要 

（ⅰ）住宅リフォーム講座・住宅相談の開催 

・平成 25 年度から、消費者向けの住宅リフォーム講座を開催している（平成 25 年は 11 月 23

日に開催、参加人数：55 名。平成 27 年１月 24 日開催、参加人数：46 名）。 

・住宅相談については、平成 26 年度から開始した（市役所にて月２回実施）。 

（ⅱ）住宅の耐震化への支援制度 

・平成 25 年度から、簡易耐震診断推進事業による木造戸建て住宅の耐震診断の無料化を実施

している。 

・兵庫県の「わが家の耐震改修促進事業」による耐震改修設計及び耐震改修工事への補助事業

について、市として上乗せ補助事業を実施している（耐震改修設計：県が決定した補助対象

費用の１／６、上限５万円。耐震改修工事：対象費用の１／４、上限 30 万円。いずれも戸

建てのみ） 

（ⅲ）市営住宅の型別・優先入居基準の導入（平成 26 年 11 月適用開始） 

・世帯人数や世帯の状況（高齢者、障害者）に見合った間取りの住宅への優先入居ができるよ

う、型別・優先入居基準を設定した。 

（ⅳ）市営住宅敷地地籍調査 

・今後の市営住宅再編・活用に備え、市営住宅敷地の地籍調査を実施した。これにより、土地

利用の検討が行いやすくなった。 
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２－３ 空き家等への対策について 

(1) 空家等対策特別措置法の概要 

・平成 25 年 10 月１日時点で、全国の空き家戸数は約 820 万戸と言われている。そこで、平成

26 年秋の臨時国会で「空家等対策の推進に関する特別措置法案」が提出され、11 月 19 日に

参院本会議で可決・成立した。 

・平成 27 年２月 26 日には「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的

な指針」が告示され、法が施行された（関連規定を除く）。さらに５月 26 日には「特定空家

等の是正措置に関するガイドライン」の制定と同時に、関連規定が完全施行された。 

 

 

【市町村による計画の策定等】 

◯ 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策の基本指針を策定する（５条）。 

◯ 市町村は、国の基本指針に即した、空家等対策計画を策定（６条）・協議会を設

置することができる（７条）。 

◯ 都道府県は、市町村に対して技術的な助言、市町村相互間の連絡調整等必要な援

助を行う（８条）。 

【空家等についての情報収集について】 

◯ 法律で規定する限度において、空家等への立入調査が可能（９条） 

◯ 空家等の所有者等を把握するために固定資産税情報の内部利用が可能（10 条） 

◯ 市町村は、空家等に関するデータベースの整備等を行うよう努力する（11 条）。 

【特定空家等＊１に対する措置】 

◯ 特定空家等に係る敷地については、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外

する（14 条２項及び 15 項２条）。 

◯ 特定空家等に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の措置の助言又は指導、勧

告、命令が可能（14 条１～３項） 

◯ 要件が明確化された行政代執行の方法により強制執行が可能（14 条９項） 

【財政上の措置及び税制上の措置等】 

◯ 市町村が行う空家等対策の円滑な実施のために、国及び都道府県は、空家等に関

する施策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充等を行う（15

条１項）。 

◯ 国及び地方公共団体は、今後必要な税制上の措置等を行う（15 条２項）。 

＊１ 倒壊等の危険や衛生上有害となるおそれがある、著しく景観を損なっている等の状態にある空家 

 

 

 

空家等対策特別措置法の概要 
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(2) 空き家等へのその他の対策 

・「空家等対策特別措置法」に加えて、国土交通省では、「空き家管理等基盤強化推進事業」「空

き家再生等推進事業」等により、空き家の適正管理の相談体制の整備や空き家除却・活用の

推進を進めている。 

① 空き家管理等基盤強化推進事業 

・空き家等の管理、売買、賃貸、解体について、所有者に対する相談体制の整備や関連するビジネ

スの育成・普及を支援する。 

② 空き家再生等推進事業 

・除却事業タイプと活用事業タイプがあり、いずれも空家等対策計画に定められた対象地区におけ

る空き家を対象とする補助事業である。 

 

 

【空き家再生等推進事業（除却事業タイプ）の概要】 

・老朽化の著しい住宅が存在する地区において、指定された対象地区において不良住

宅、空き家住宅又は空き建築物を除却して、防災性や防犯性を向上させるため、空

き家住宅等の除却を行う。 

・対象施設：不良住宅（住宅地区改良法第２条第４項に規定するもの）、空き家住

宅及び空き建築物で跡地が地域活性化のために供されるもの 

・補助対象経費：不良住宅・空き家住宅等の除却等に要する費用、所有者特定に

要する費用 

 

 

【空き家再生等推進事業（活用事業タイプ）の概要】 

・老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の改善及び地域の活性化に

資する体験宿泊施設、交流施設、体験学習施設、創作活動施設、文化施設等の用途

に供するため、空き家住宅等の取得、移転、増改築等を行う。 

・対象施設：本事業を実施しようとする際に使用されておらず、かつ、今後も従

来の用途に供される見込みのない空き家住宅等 

・補助対象経費：空き家住宅等の改修等に要する費用、空き家住宅等の取得費（用

地費を除く。）、所有者特定に要する費用 
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２－４ 都市再生特別措置法改正の概要 

・我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を背景として、高齢

者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境を実現すること、財政面及び経

済面において持続可能な都市経営を可能とすることが、大きな課題となっている。 

・こうした中、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとす

る住民が公共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども

含めて都市全体の構造を見直し、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』のまちづく

りを進めていくことが重要である。 

・こうした背景を踏まえ、「都市再生特別措置法」が一部改正（平成 26 年）され、将来的な人

口減少や都市縮小に備えたコンパクトシティ実現へ向け、立地適正化計画の策定が可能とな

った。 

・立地適正化計画には、その区域のほか、概ね以下の事項を記載することとされている。 

・居住誘導区域（居住を誘導すべき区域）及び居住環境の向上、公共交通の確保その他の

居住を誘導するために市町村が講ずべき施策 

・都市機能誘導区域（居住に関連する施設の立地を誘導すべき区域）及び市町村が講ずべ

き施策 

 

   ■立地適正化計画に記載する区域 

区域 概要 取り組み内容 

居住誘導区域 
まとまった居住の推進を

図るエリア 

① 住宅整備を行う民間事業者による都市計

画・景観計画の提案制度を導入 

② 区域外における一定規模以上の住宅等の

建築等を事前届出・勧告の対象とする 

③ 区域外の一定の区域を「居住調整地域」

として都市計画で定めた場合、一定規模

以上の住宅等の建築等を開発許可の対象

とする 等 

都市機能誘導区域
生活サービス機能の計画

的配置を図るエリア 

① 区域内に誘導すべき誘導施設＊１について

都市計画で「特定用途誘導地区」を定め

た場合、用途・容積率規制を緩和 

② 誘導施設を整備する事業者への民間都市

開発推進機構による出資等による支援 

③ 区域外における誘導施設の建築等を事前

届出・勧告の対象とする 等 

＊１ 誘導施設は、居住者の共同の福祉や利便の向上を図る観点から、以下の施設などを定めることが考えられる。 

・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、小規模多機能型居宅介護事業

所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必要性の高まる施設 

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の子育て支援施設、小学校

等の教育施設 

・集客力がありまちの賑わいを生み出す図書館、博物館等の文化施設や、スーパーマーケット等の商業施設 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政施設 
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３．西脇市の住宅を取り巻く状況 

３－１ 人口・世帯の状況 

(1) 人口・世帯数の推移 

・本市の人口は平成７年をピークに減少傾向に転じており、平成 22 年の国勢調査では 42,802

人、平成 27 年４月１日現在の推計人口では 40,909 人となっている。 

・人口推移を平成２年を基準とする増減率でみると、平成 27 年には 88.5％と 10％以上減少し

ている。 

・一方、世帯数は平成２年から平成 27 年までの 25 年間で 2,000 世帯以上増加しており、増減

率も 17.9％もの大幅な増加となっている。 

・結果として世帯人員は減少傾向にあり、平成 27 年には 2.67 人にまで減少している。 

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27
＊２

総人口
＊１ （人） 46,220 46,339 45,718 43,953 42,802 40,909

人口増減率 （％） 100.0 100.3 98.9 95.1 92.6 88.5

世帯数 (世帯） 13,007 13,880 14,657 14,673 14,989 15,340

世帯増減率 （％） 100.0 106.7 112.7 112.8 115.2 117.9

世帯人員 （人） 3.55 3.34 3.12 3.00 2.86 2.67

資料：Ｈ２～Ｈ22は各年国勢調査、Ｈ27のみ「兵庫県推計人口（兵庫県企画県民部統計課）」

＊１　Ｈ２～Ｈ12は、合併前の黒田庄町を合算した数値としている。

＊２　平成27年４月１日時点の推計人口  
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(2) 世帯人員別世帯数の推移 

・平成７年以降は１人世帯及び２人世帯の増加傾向が見られ、平成 22 年には１人世帯は

22.6％、２人世帯は 28.4％にも達している。 

・３人世帯はここ 20 年間ずっと 19％前後で推移している。 

・４人世帯以上は減少傾向にある。５人以上の世帯でみると、平成２年には 27.9％と最も多か

ったが、平成 22 年には 14.4％にまで減少しており、大家族が減り、核家族化が進んでいる

ことが分かる。 

  

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22
Ｈ22

（兵庫県）

Ｈ22

（全国）

総数 （世帯） 13,001 13,857 14,630 14,656 14,974 5,588,133 128,057,352

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

１人 （世帯） 1,622 2,166 2,731 2,949 3,381 2,252,522 51,842,307

（％） 12.5 15.6 18.7 20.1 22.6 40.3 40.5

２人 （世帯） 2,583 3,176 3,663 3,968 4,248 681,009 16,784,507

（％） 19.9 22.9 25.0 27.1 28.4 12.2 13.1

３人 （世帯） 2,500 2,615 2,858 2,764 2,773 639,883 14,125,840

（％） 19.2 18.9 19.5 18.9 18.5 11.5 11.0

４人 （世帯） 2,663 2,528 2,452 2,474 2,418 423,414 9,421,831

（％） 20.5 18.2 16.8 16.9 16.1 7.6 7.4

５人以上 （世帯） 3,633 3,372 2,930 2,507 2,154 507,943 11,500,534

（％） 27.9 24.3 20.0 17.1 14.4 9.1 9.0

資料：各年国勢調査  
 

13,001
13,857

14,630 14,656 14,974

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

（世帯数）

■世帯人員別世帯数の推移

１人 ２人 ３人

４人 ５人以上 総数
 

22.6

28.4

18.5

16.1

14.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

（％）

■世帯人員別世帯比率の推移

１人 ２人

３人 ４人

５人以上



 

17 

(3) 家族類型別世帯数の推移 

・平成２年から平成 22 年までに急激な増加がみられる世帯は、「単独世帯（12.5％→22.6％）」

と「夫婦のみ世帯（15.5％→21.5％）」である。 

・特に単独世帯は、20 年間で 10％も増加している。 

・一方で平成２年には「夫婦と子供世帯」が 34.5％と家族類型の中で最も高い割合を占めてい

たが、平成 22 年には 26.7％と大幅に減少している。 

・兵庫県の値と比較すると、「単独世帯」の割合は兵庫県よりやや低く、「その他親族世帯」の

割合が高い。 

 

  

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22
Ｈ22

（兵庫県）

Ｈ22

（全国）

総数 （世帯） 13,001 13,857 14,630 14,656 14,968 2,247,739 51,756,509

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

夫婦のみ （世帯） 2,021 2,491 2,905 3,092 3,215 473,620 10,244,230

（％） 15.5 18.0 19.9 21.1 21.5 21.1 19.8

夫婦と子供 （世帯） 4,491 4,306 4,261 4,060 3,992 684,742 14,439,724

（％） 34.5 31.1 29.1 27.7 26.7 30.5 27.9

片親と子供 （世帯） 773 884 984 1,176 1,254 203,616 4,522,945

（％） 5.9 6.4 6.7 8.0 8.4 9.1 8.7

その他親族世帯（世帯） 4,088 3,988 3,749 3,379 3,042 190,333 5,308,648

（％） 31.4 28.8 25.6 23.1 20.3 8.5 10.3

非親族世帯 （世帯） 6 22 10 24 84 14,419 456,455

（％） 0.0 0.2 0.1 0.2 0.6 0.6 0.9

単独世帯 （世帯） 1,622 2,166 2,721 2,925 3,381 681,009 16,784,507

（％） 12.5 15.6 18.6 20.0 22.6 30.3 32.4

資料：各年国勢調査  
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(4) 人口・世帯数の推移：県内他都市、兵庫県との比較 

・平成 12 年から平成 22 年までの 10 年間の推移をみる。 

・人口については、加東市、小野市はほぼ横ばいであるが、この２市以外の市は本市を含め全

て減少傾向にある。 

・世帯数は、全ての市で増加しているが、加東市、小野市では増加率が高い。 

・人口及び世帯数については、本市は加西市や篠山市、多可町とほぼ同等の動きがみられる。 
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Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

人口 （人） 45,718 43,953 42,802 人口 （人） 46,325 45,245 43,263

増減率
＊１ （％） 100.00 96.14 93.62 増減率 （％） 100.00 97.67 93.39

世帯数 （世帯） 14,657 14,673 14,989 世帯数 （世帯） 14,585 14,960 15,342

増減率
＊１ （％） 100.00 100.11 102.27 増減率 （％） 100.00 102.57 105.19

人口 （人） 51,104 49,396 47,993 人口 （人） 72,862 70,810 67,757

増減率 （％） 100.00 96.66 93.91 増減率 （％） 100.00 97.18 92.99

世帯数 （世帯） 14,631 15,038 15,188 世帯数 （世帯） 21,769 22,404 22,461

増減率 （％） 100.00 102.78 103.81 増減率 （％） 100.00 102.92 103.18

人口 （人） 40,688 39,970 40,181 人口 （人） 25,331 24,304 23,104

増減率 （％） 100.00 98.24 98.75 増減率 （％） 100.00 95.95 91.21

世帯数 （世帯） 12,773 13,155 14,133 世帯数 （世帯） 6,619 6,667 6,709

増減率 （％） 100.00 102.99 110.65 増減率 （％） 100.00 100.73 101.36

人口 （人） 49,432 49,761 49,680 人口 （人） 5,550,574 5,590,601 5,588,133

増減率 （％） 100.00 100.67 100.50 増減率 （％） 100.00 100.72 100.68

世帯数 （世帯） 14,881 15,809 16,470 世帯数 （世帯） 2,040,709 2,146,488 2,255,318

増減率 （％） 100.00 106.24 110.68 増減率 （％） 100.00 105.18 110.52

資料：各年国勢調査

＊１　増減率（指数）は、各年、各市ともＨ12を基準年としている。
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(5) 年齢３区分別人口の推移 

・平成２年には生産人口は約 67％、年少者人口は約 19％、高齢者人口は約 15％と高齢者より

年少者の割合が高く、さほど少子高齢化が進んでいない状態であった。 

・しかし、平成 22 年でみると生産者人口約 59％、年少者人口 14％、高齢者人口約 27％と少子

高齢化が進んでいることがわかる。 

・兵庫県、全国と比較すると、平成２年の時点ですでに県、全国より高い高齢化率であり、そ

の後県、全国よりやや急なカーブで高齢化率が高くなっている。 

 

  

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

年少者人口（15歳未満）　　  （人） 8,553 7,723 7,224 6,567 5,977

構成比（％） 18.5 16.7 15.8 14.9 14.0

生産年齢人口（15～65歳未満）（人） 30,906 30,520 29,073 26,865 25,061

構成比（％） 66.9 65.9 63.6 61.1 58.6

高齢者人口（65歳以上）      （人） 6,761 8,096 9,407 10,519 11,734

構成比（％） 14.6 17.5 20.6 23.9 27.4

資料：各年国勢調査  
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(6) 家族類型別にみた高齢者世帯の推移 

・本市の高齢者世帯の状況を家族類型別にみると、全体では平成２年から平成 22 年までの 20

年間で、約 4,900 世帯から約 7,600 世帯と 1.6 倍に増加している。 

・家族類型別にみると「一人暮らし」世帯と「夫婦のみ」世帯が増加しており、特に「夫婦の

み」世帯は 10％以上増加している。 

・家族の中に見守り者がいる「同居世帯」が最も多いものの、平成２年には全体の約 75％もあ

ったものが、平成 22 年には約 55％と 20％も減少しており、見守り者がいない世帯が多くな

っている。 

 

  

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

高齢者世帯総数（世帯） 4,875 5,629 6,412 7,086 7,638

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

同居世帯 （世帯） 3,638 3,930 4,073 4,182 4,206

（％） 74.6 69.8 63.5 59.0 55.1

夫婦のみ （世帯） 732 1,028 1,377 1,727 2,000

（％） 15.0 18.3 21.5 24.4 26.2

一人暮らし （世帯） 505 671 962 1,177 1,432

（％） 10.4 11.9 15.0 16.6 18.7

資料：各年国勢調査  
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(7) 人口動態の推移 

・本市の人口動態は、平成16年以降自然減が続いており、減少幅も徐々に広がるなど少子高齢

化が進んでいる状況である。 

・社会動態はここ 10 年間常に転出超過で社会減が続いている。 

 

  

出生 死亡 増減 転入 転出 増減

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

Ｈ15 324 324 0 1,199 1,451 △ 252 △ 252

Ｈ16 338 340 △ 2 1,226 1,470 △ 244 △ 246

Ｈ17 330 387 △ 57 1,406 1,542 △ 136 △ 193

Ｈ18 373 470 △ 97 1,340 1,576 △ 236 △ 333

Ｈ19 345 447 △ 102 1,225 1,594 △ 369 △ 471

Ｈ20 362 465 △ 103 1,180 1,353 △ 173 △ 276

Ｈ21 322 441 △ 119 1,145 1,266 △ 121 △ 240

Ｈ22 358 538 △ 180 1,018 1,241 △ 223 △ 403

Ｈ23 338 500 △ 162 1,056 1,218 △ 162 △ 324

Ｈ24 321 544 △ 223 1,144 1,350 △ 206 △ 429

資料：平成25年西脇市統計書

自然動態 社会動態
人口増減
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(8) 将来人口の推計 

・少子高齢化状況を踏まえ、合計特殊出生率を加味した人口の将来推計によると、本市の人口

は大きな社会増減がなければ、現在から20年後の平成47年には約3.4万人と、現在の約79％

までに減少する推計となっている。 

・その時点の高齢者率は約 36％であり、年少者率は約 10％となっている。生産者率は約 53％

と５割近くまで減少していると推計される。 

 

  

Ｈ22
＊１

（実績値）
Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52

 0～14歳（人） 5,977 5,264 4,708 4,207 3,788 3,530 3,361

15～64歳（人） 25,061 23,218 21,828 20,705 19,469 17,981 16,139

65歳以上（人） 11,734 12,823 13,088 12,813 12,465 12,179 12,220

合計　　　 （人） 42,772 41,305 39,624 37,725 35,722 33,690 31,720

資料：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）』
＊１　Ｈ22は実績値（不詳を除く数値）  

5,977 5,264 4,708 4,207 3,788 3,530 3,361 
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(9) 通勤者の動向（15 歳以上就業者） 

・市内居住者の従業地では、市外での従業者数が増加し、市内での従業者数が大きく減少して

いる。 

・従業地の市外の内訳をみると、加東市、多可町、加西市、三木市が増加している。一方、減

少しているのは、丹波市や兵庫県外などである。 

・市内従業者の居住地をみると、市外からの従業者数が減少していることが分かる。 

・居住地の市外の内訳では、丹波市、姫路市、三田市からの従業者は増加しているが、多可

町、加東市、小野市、加西市等近隣市からの従業者は減少している。 

 

■西脇市内居住者の従業地別内訳

Ｈ17 Ｈ22 増減数

15,881 13,559 ▲ 2,322

67.4 60.8 -

7,666 8,533 867

32.6 38.3 -

7,351 7,657 306

（％） 31.2 34.3 -

加東市 2,386 2,654 268

多可町 1,242 1,282 40

小野市 853 871 18

加西市 723 782 59

丹波市 651 582 ▲ 69

神戸市 349 333 ▲ 16

三木市 195 277 82

姫路市 190 195 5

加古川市 191 163 ▲ 28

三田市 131 147 16

その他 440 371 ▲ 69

315 245 ▲ 70

1.3 1.1 -

0 631 -

0.0 2.8 -

0 211 -

（％） 0.0 0.9 -

23,547 22,303 ▲ 1,244

100.0 100.0 -

資料：平成17年、平成22年国勢調査

不詳

（％）

不詳

総数

（％）

西脇市内

（％）

西脇市外

（％）

兵庫県内

兵庫県外

（％）

  

■西脇市内従業者の居住地別内訳

Ｈ17 Ｈ22 増減数

15,881 13,559 ▲ 2,322

64.8 60.0 -

8,634 8,205 ▲ 429

35.2 36.3 -

8,358 7,997 ▲ 361

（％） 34.1 35.4 -

多可町 2,479 2,301 ▲ 178

加東市 1,967 1,854 ▲ 113

丹波市 648 749 101

小野市 750 686 ▲ 64

加西市 799 686 ▲ 113

神戸市 340 351 11

加古川市 301 267 ▲ 34

三木市 251 253 2

姫路市 128 203 75

三田市 90 121 31

その他 605 526 ▲ 79

276 208 ▲ 68

1.1 0.9 -

0 0 -

0.0 0.0 -

0 842 -

0.0 3.7 -

24,515 22,606 ▲ 1,909

100.0 100.0 -

資料：平成17年、平成22年国勢調査
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３－２ 住宅の状況 

(1) 住宅数の推移 

・本市の住宅数は、平成 25 年には 1.8 万戸に達しており、平成 20 年からの５年間で約６％増

加している。 

・世帯数の推移と比較すると、世帯数は平成 17 年から平成 22 年までの５年間で 316 戸増加し

ているのに対し、住宅数は 950 戸と世帯数の約３倍の増加となっている。 

 

  

Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25

総住宅数 （戸） 15,070 17,090 18,040

住宅増減率
＊２ （％） - 100.0 105.6

総住宅数 （戸） 2,380,400 2,520,700 2,733,700

住宅増減率 （％） - 100.0 108.5

総住宅数 （戸） 53,890,900 57,586,000 60,628,600

住宅増減率 （％） - 100.0 105.3

資料：各年住宅・土地統計調査

＊２　住宅増減率は、合併後の総住宅数の増減を比較するため、Ｈ20を基準とする。

＊１　Ｈ15は旧西脇市（黒田庄町のデータなし）、Ｈ20以降は合併後の数値

全国

西脇市
＊１

兵庫県

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■世帯数の推移（平成12～22年）

Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22
Ｈ17～Ｈ22

の増減数

世帯数　 （世帯） 14,657 14,673 14,989 316

世帯増減率 （％） - 100.0 102.2 -

資料：各年国勢調査  

  

■住宅数の推移（平成15～25年）

Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25
Ｈ15～Ｈ25

の増減数

住宅数　　 （戸） 15,070 17,090 18,040 950

住宅増減率 （％） - 100.0 105.6 -

資料：各年住宅・土地統計調査  
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(2) 空き家率の推移 

・本市の空き家率は平成 15 年以降 17％台で推移している。 

・平成 25 年の空き家率は 17.2％で、県、全国より約４％高くなっている。 

  

Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25

総住宅数　（戸） 15,070 17,090 18,040

空き家数　（戸） 2,640 2,920 3,100

空き家率　（％） 17.5 17.1 17.2

総住宅数　（戸） 2,380,400 2,520,700 2,733,700

空き家数　（戸） 313,600 336,200 356,500

空き家率　（％） 13.2 13.3 13.0

総住宅数　（戸） 53,890,900 57,586,000 60,628,600

空き家数　（戸） 6,593,300 7,567,900 8,195,600

空き家率　（％） 12.2 13.1 13.5

資料：各年住宅・土地統計調査

全国

＊１　Ｈ15は旧西脇市（黒田庄町のデータなし）、Ｈ20以降は合併後の数値

西脇市
＊１

兵庫県

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 空き家率：周辺市町、兵庫県との比較 

・本市の空き家率を周辺市町と比較すると、加東市よりは低いものの、篠山市、丹波市より約

１％、加西市、小野市、多可町より４～７％高くなっている。 

・本市は、人口が減少傾向にある中で住宅の新規供給が継続しており、市場での流通が難しい

中古住宅が空き家となって放置されることにより、空き家率が高くなっているものと考えら

れる。 

  

住宅総数

（戸）

空き家数

（戸）

空き家率

（％）

西脇市 18,040 3,100 17.2

加西市 16,350 1,760 10.8

加東市 19,970 5,590 28.0

小野市 19,730 2,620 13.3

篠山市 17,970 2,960 16.5

丹波市 26,700 4,290 16.1

多可町 7,350 790 10.7

兵庫県 2,733,700 356,500 13.0

資料：平成25年住宅・土地統計調査  
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(4) 用途別にみた空き家 

・本市の空き家のうち最も多いのは、利用目的のない空き家である「その他の住宅」（約 58％）

で、次に多いのは「賃貸用の住宅」（約 37％）である。 

・「その他の住宅」に分類される空き家は、活用の予定がないまま放置されている空き家であ

り、老朽化が進むと倒壊や犯罪発生（放火等）の危険性が高まり、問題が大きいとされてい

る。本市は、加西市、多可町、丹波市よりは低い割合であるが、ほぼ６割に達しており、空

き家の活用や除却といった対策に早急に取り組む必要がある。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

西脇市 130 4.2 1,130 36.5 30 1.0 1,800 58.1 3,100 100.0

加西市 10 0.6 360 20.5 60 3.4 1,340 76.1 1,760 100.0

加東市 1,150 20.6 2,380 42.6 330 5.9 1,730 30.9 5,590 100.0

小野市 60 2.3 1,460 55.7 180 6.9 920 35.1 2,620 100.0

篠山市 580 19.6 710 24.0 50 1.7 1,630 55.1 2,960 100.0

丹波市 400 9.3 990 23.1 90 2.1 2,810 65.5 4,290 100.0

多可町 120 15.2 30 3.8 40 5.1 600 75.9 790 100.0

兵庫県 14,800 4.2 172,700 48.4 21,400 6.0 147,700 41.4 356,500 100.0

資料：平成25年住宅・土地統計調査
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(5) 所有関係別住宅数の推移 

・住宅数全数は各年増加しているが、そのうち特に増えているのは持ち家及び民営借家で、特

に民営借家は平成２年から平成 22 年までの間に約 1.7 倍に増加している。 

・他方、公営住宅は減少、給与住宅は横ばいの傾向にある。 

・比率でみると、持ち家率は各年ほぼ 75％で変化がみられないが、民営借家はやや増加してい

る。また、公的住宅は減少傾向、給与住宅はほぼ横ばいである。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

持ち家 9,783 76.4 10,129 74.6 10,637 74.9 11,031 77.6 11,093 74.8

公的住宅 1,474 11.5 1,306 9.6 1,310 9.2 1,262 8.9 1,121 7.6

民営借家 1,213 9.5 1,556 11.5 1,683 11.8 1,523 10.7 2,036 13.7

給与住宅 305 2.4 481 3.5 458 3.2 302 2.1 477 3.2

主世帯（間借り除く。） 12,775 99.7 13,472 99.2 14,088 99.1 14,118 99.3 14,727 99.3

間借り 36 0.3 105 0.8 123 0.9 102 0.7 106 0.7

住宅に住む一般世帯 12,811 100.0 13,577 100.0 14,211 100.0 14,220 100.0 14,833 100.0

資料：各年国勢調査

＊１　Ｈ２～Ｈ12は、合併前の西脇市と黒田庄町を合算した数値
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(6) 所有関係別住宅比率：周辺市町、兵庫県との比較 

・本市の持ち家率は 74.8％と、兵庫県全域値（64.6％）より約10 ％高いが、加東市を除く周辺

市町よりは低い状況である。 

・一方、民営借家は 13.7％で、兵庫県全域値より 10％低いが、加東市を除く周辺市町よりは

高い。 

・また、公的住宅は 7.6％で、兵庫県全域値よりやや低いが、多可町を除く周辺市町よりは高

い。 

・本市は、周辺地域の中では持ち家率がやや低く、その分民営借家率がやや高く、周辺市町に

比べて都市化が進んでいる状況にあるといえるが、これは産業都市であることによるものと

考えられる。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

西脇市 11,093 74.8 1,121 7.6 2,036 13.7 477 3.2 106 0.7 14,833 100.0

加西市 12,373 83.5 624 4.2 1,314 8.9 398 2.7 114 0.8 14,823 100.0

加東市 9,251 66.8 712 5.1 3,203 23.1 616 4.5 67 0.5 13,849 100.0

小野市 12,697 78.8 974 6.0 1,978 12.3 356 2.2 115 0.7 16,120 100.0

篠山市 12,365 81.9 672 4.5 1,652 10.9 356 2.4 52 0.3 15,097 100.0

丹波市 18,350 83.7 1,078 4.9 1,929 8.8 369 1.7 202 0.9 21,928 100.0

多可町 5,806 88.6 497 7.6 180 2.8 40 0.6 31 0.5 6,554 100.0

兵庫県 1,434,439 64.6 192,046 8.7 518,000 23.3 57,194 2.6 18,825 0.9 2,220,504 100.0

資料：平成22年国勢調査

住宅総数持ち家 公的住宅 民営借家 給与住宅 間借り
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(7) 県営・市町営住宅数：周辺市町、兵庫県との比較 

・本市の公営住宅数は 1,194 戸と、周辺市町に比べて多い。 

・県営・市町営の内訳をみると、県営が約32％、市町営が約68％となっているが、周辺市に

おいても市町営が６～７割と概ね同様の傾向となっている。 

 

  

西脇市 加西市 加東市 小野市

県営・市町営住宅計
＊１ （戸） 1,194 524 572 774

100.0 100.0 100.0 100.0

県営 （戸） 387 132 174 275

32.4 25.2 30.4 35.5

807 392 398 499

67.6 74.8 69.6 64.5

篠山市 丹波市 多可町 兵庫県

県営・市町営住宅計
＊１ （戸） 617 988 455 133,264

100.0 100.0 100.0 100.0

県営 （戸） 156 399 21 53,232

25.3 40.4 4.6 39.9

（戸） 461 589 434 80,032

74.7 59.6 95.4 60.1

資料：ひょうご21世紀県営住宅整備・管理計画（平成23年３月31日時点）

＊１　県営、市町営とも改良住宅は含まれていない。

（％）

（％）

（％）

（％）

（戸）

（％）

（％）
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(8) 建て方別住宅数の推移 

・建て方別にみると共同住宅の増加が大きく、平成２年には 1,175 戸だったものが、平成 22

年には 2,804 戸と約 2.4 倍に増加している。比率でみても、平成２年の約９％から平成 22

年には約 19％に上昇し、全住宅の２割弱が共同住宅となっている。 

・一方、長屋建ては半数以下に減少している。 

・一戸建ては住宅数でみると年々増加しているものの、比率的にはわずかながら低下傾向がみ

られる。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

一戸建て 10,224 79.8 10,527 77.5 10,927 76.9 11,215 78.9 11,371 76.7

長屋建て 1,371 10.7 1,325 9.8 1,202 8.5 860 6.1 626 4.2

共同住宅 1,175 9.2 1,689 12.4 2,042 14.4 2,115 14.9 2,804 18.9

その他 41 0.3 36 0.3 40 0.3 30 0.2 32 0.2

住宅に住む一般世帯 12,811 100.0 13,577 100.0 14,211 100.0 14,220 100.0 14,833 100.0

資料：各年国勢調査

＊１　Ｈ２～Ｈ12は、合併前の西脇市と黒田庄町を合算した数値
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(9) 共同住宅内訳：階数別住宅数の推移 

・共同住宅について、階数別住宅数の推移をみると、特に「１、２階建て」の共同住宅数が大

幅に増え、ここ 20 年間で 2.9 倍に増加している。 

・「３～５階建て」については、住宅数は増加しているが、比率は年々減少している。 

・「６階建て以上」は平成２年には０戸だったが、この20年間に増加し、平成 22 年には共同住

宅全体の約１割を占めている。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

１、２階建て 571 48.6 919 54.4 1,060 51.9 1,153 54.5 1,655 59.0

３～５階建て 604 51.4 729 43.2 861 42.2 788 37.3 897 32.0

６階建て以上 0 0.0 41 2.4 121 5.9 174 8.2 252 9.0

共同住宅計 1,175 100.0 1,689 100.0 2,042 100.0 2,115 100.0 2,804 100.0

資料：各年国勢調査

＊１　Ｈ２～Ｈ12は、合併前の西脇市と黒田庄町を合算した数値
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(10) 建て方別住宅比率：周辺市町、兵庫県との比較 

・本市の一戸建て及び共同住宅の比率を周辺市町と比較すると、本市の一戸建て比率は 76.7％

で、加東市を除く周辺市町より５～15％程度低いが、兵庫県全域値よりは高くなっている。 

・一方、共同住宅比率は 18.9％で、周辺市町よりやや高いが、兵庫県全域値よりは低く、周辺

市よりはやや都市化が進んだ状況にあるといえる。 

・また、長屋建ての割合が周辺市町、県と比べて高いことも特徴的である。 

 

  

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

西脇市 11,371 76.7 626 4.2 2,804 18.9 32 0.2 14,833 100.0

加西市 12,586 84.9 315 2.1 1,890 12.8 32 0.2 14,823 100.0

加東市 9,476 68.4 257 1.9 4,092 29.6 24 0.2 13,849 100.0

小野市 12,897 80.0 345 2.1 2,844 17.6 33 0.2 16,120 100.0

篠山市 12,815 84.9 177 1.2 2,075 13.7 30 0.2 15,097 100.0

丹波市 18,945 86.4 303 1.4 2,617 11.9 63 0.3 21,928 100.0

多可町 6,044 92.2 201 3.1 298 4.6 11 0.2 6,554 100.0

兵庫県 1,125,588 50.7 192,046 3.0 518,000 46.1 57,194 0.2 2,220,504 100.0

資料：平成22年国勢調査
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(11) 建築時期別住宅比率：周辺市町、兵庫県との比較 

・新耐震基準の適用は昭和 56 年であり、それ以前の住宅は耐震性能上不安があることにな

る。 

・本市の場合、昭和 56 年以降建築の住宅比率が 61.0％と、兵庫県全域値より約 10％低い比率

である。 

・昭和 56 年以降建築の住宅比率を周辺市町と比較すると、いずれも 60％前後で本市とほぼ同

様の傾向である。 

・築後 55 年以上となる昭和 35 年以前の老朽住宅比率は 12.0％で、兵庫県全域値より約７％

高くなっている。住宅数でみると 1,700 戸が築後 55 年以上となり、相当多くの老朽住宅が

現存していることが分かる。 

 

 

Ｓ35

以前

Ｓ36

～Ｓ45

Ｓ46

～Ｓ55

Ｓ56

～Ｈ２

Ｈ３

～Ｈ７

Ｈ８

～Ｈ12

Ｈ13

～Ｈ17

Ｈ18

～Ｈ22

Ｈ23～

Ｈ25.９
住宅総数

新耐震

基準以降

西脇市（戸） 1,700 1,440 2,390 2,340 1,760 1,120 1,340 1,500 590 14,180 8,650

（％） 12.0 10.2 16.9 16.5 12.4 7.9 9.4 10.6 4.2 100.0 61.0

加西市（戸） 1,850 1,280 2,890 2,520 1,180 1,520 1,640 1,210 250 14,340 8,320

（％） 12.9 8.9 20.2 17.6 8.2 10.6 11.4 8.4 1.7 100.0 57.9

加東市（戸） 1,650 1,070 2,500 2,720 1,200 1,560 1,360 1,540 490 14,090 8,870

（％） 11.7 7.6 17.7 19.3 8.5 11.1 9.7 10.9 3.5 100.0 63.0

小野市（戸） 1,660 1,280 2,780 2,720 1,470 1,740 1,790 2,050 970 16,460 10,740

（％） 10.1 7.8 16.9 16.5 8.9 10.6 10.9 12.5 5.9 100.0 65.3

篠山市（戸） 2,170 660 2,390 2,350 1,500 2,000 1,410 1,260 220 13,960 8,740

（％） 15.5 4.7 17.1 16.8 10.7 14.3 10.1 9.0 1.6 100.0 62.5

丹波市（戸） 3,110 2,030 4,390 3,420 2,090 1,950 2,170 1,770 590 21,520 11,990

（％） 14.5 9.4 20.4 15.9 9.7 9.1 10.1 8.2 2.7 100.0 55.7

多可町（戸） 930 1,130 660 290 170 6,530 3,640

（％） 14.2 17.3 10.1 4.4 2.6 100.0 55.7

兵庫県（戸） 113,200 147,700 387,600 423,700 252,700 335,900 234,000 214,500 82,600 2,191,900 1,543,400

（％） 5.2 6.7 17.7 19.3 11.5 15.3 10.7 9.8 3.8 100.0 70.4

資料：平成25年住宅・土地統計調査
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■建築時期別住宅比率：多可町＊１

Ｓ45以前 Ｓ46～Ｓ55 Ｓ56～Ｈ２
Ｈ３～Ｈ12 Ｈ13～Ｈ17 Ｈ18～Ｈ22
Ｈ23～Ｈ25.９

新耐震基準以前

＊１ 多可町は元データである住宅・土地統計調査のカテゴリー（年代）が、他市と異なるため、別グラフと

している。
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(12) 居住水準の状況 

・本市においては、最低居住水準未満の世帯は減少傾向にあるが、平成 25 年時点で 510 世帯

（3.4％）の水準未満世帯が現存しているが、兵庫県全域値より水準未満世帯の割合は低い。 

・そのうち最も多いのが民営借家 310 世帯で、民営借家全体の 13.7％が水準未満となってい

る。 

・公営住宅等には 80 世帯あり、公営住宅等全体の 11.6％となっている。 

・持ち家の水準未満世帯は非常に少なく、持ち家全体の 0.4％しかない。 

 

世帯数（A） （世帯） 14,040 10,910 750 100 1,790 400

最低居住水準未満世帯（B） （世帯） 370 10 100 40 190 40

（B）/（A） （％） 2.6 0.1 13.3 40.0 10.6 10.0

世帯数（A） （世帯） 14,810 11,210 690 90 2,270 300

最低居住水準未満世帯（B） （世帯） 510 40 80 0 310 80

（B）/（A） （％） 3.4 0.4 11.6 0.0 13.7 26.7

世帯数（A） （世帯） 2,169,400 1,379,000 134,100 55,800 484,100 49,500

最低居住水準未満世帯（B） （世帯） 104,600 8,100 7,400 4,000 79,200 5,900

（B）/（A） （％） 4.8 0.6 5.5 7.2 16.4 11.9

世帯数（A） （世帯） 2,368,300 1,505,300 131,100 56,800 532,900 46,300

最低居住水準未満世帯（B） （世帯） 118,400 9,200 6,900 2,200 93,400 6,600

（B）/（A） （％） 5.0 0.6 5.3 3.9 17.5 14.3

資料：各年住宅・土地統計調査
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(13) 高齢者等のための設備状況 

・本市の住宅のうち「高齢者等のための設備がある住宅」は、60.6％を占める。 

・内訳をみると、最も多いのは「手すりがある」（51.4％）で、次に「またぎやすい高さの浴

槽」（23.4％）「段差のない屋内」（20.7％）と続いている。 

 

住宅数 割合

（戸） （％）

14,810 100.0

8,980 60.6

手すりがある 7,610 51.4

またぎやすい高さの浴槽 3,470 23.4

廊下などの幅が車椅子で通行可能 2,800 18.9

段差のない屋内 3,070 20.7

道路から玄関まで車椅子で通行可能 1,920 13.0

資料：平成25年住宅・土地統計調査

＊１　居住世帯のある住宅総数

高齢者等のための設備がある住宅

住宅総数
＊１

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) 高齢者等のための設備状況：持ち家・借家別 

・持ち家・借家別に「高齢者等のための設備がある住宅」の状況をみると、持ち家は 70.2％、

借家は 32.4％で、持ち家は高齢者等のための設備整備が進んでいるが、借家はまだ整備率が

低い。 

 

(戸） (戸） （％）

持ち家 10,850 7,620 70.2

借家 3,270 1,060 32.4

資料：平成25年住宅・土地統計調査

＊２　居住世帯のある住宅総数

住宅総数
＊２

高齢者等の

ための設備

がある住宅

割合

 

 

 

 

 

 

60.6
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■高齢者等のための設備状況

70.2

32.4
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■高齢者等のための設備状況

：持ち家・借家別◯◯◯◯◯
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(15) 高齢者等のための設備状況：周辺市町、兵庫県との比較 

・「高齢者等のための設備がある住宅」の割合は、本市は 60.6％で兵庫県全域値よりやや高い。 

・周辺市町も同様に兵庫県全域値より高い割合であり、地域的に高齢者対応が比較的進んでい

るといえる。 

 

(戸） (戸） （％）

西脇市 14,810 8,980 60.6

加西市 14,600 8,690 59.5

加東市 14,260 8,190 57.4

小野市 17,080 9,990 58.5

篠山市 14,970 9,260 61.9

丹波市 22,370 14,820 66.2

兵庫県 2,368,300 1,309,900 55.3

資料：平成25年住宅・土地統計調査

高齢者等の

ための設備

がある住宅

割合住宅総数
＊１

＊１　居住世帯のある住宅総数（本集計は市区単位

　　　 のみのため、多可町はデータなし  

 

 

 

(16) 高齢者等のための設備状況の推移 

・経年的には、「高齢者等のための設備がある住宅」の割合は平成 15 年から平成 25 年までの

10 年間で約 14％増加して 60％を超えており、全国的にみても高い整備レベルにあるといえ

る。 

 

(戸） (戸） （％）

Ｈ15 12,420 5,760 46.4

Ｈ20 14,040 8,250 58.8

Ｈ25 14,810 8,980 60.6

Ｈ15 2,052,000 932,300 45.4

Ｈ20 2,169,400 1,189,800 54.8

Ｈ25 2,368,300 1,309,900 55.3

Ｈ15 46,862,900 18,658,900 39.8

Ｈ20 49,598,300 24,145,800 48.7

Ｈ25 52,102,200 26,544,300 50.9

資料：各年住宅・土地統計調査

＊２　居住世帯のある住宅総数

＊３　平成15年は合併前の西脇市のみのデータ

住宅総数
＊２

高齢者等の

ための設備

がある住宅

割合

西脇市
＊３

兵庫県

全国

 

 

60.6 59.5 57.4 58.5
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■高齢者等のための設備状況

：県内他市、兵庫県との比較

46.4

58.8 60.6

45.4

54.8 55.3

39.8

48.7 50.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
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Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25 Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25 Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25

西脇市 兵庫県 全国

（％）

■高齢者等のための設備状況の推移

：兵庫県、全国との比較◯◯◯◯
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(17) 住宅の着工状況 

・平成 21 年から平成 25 年までの５年間の住宅着工新設件数は、年によりばらつきがみられる

が、平均すると年 200 戸強となっている。 

・内訳をみると、持家は毎年 100～ 110 戸で推移しているが、貸家の着工新設件数が大きく異

なっており、平成 21 年と平成 24 年には持家を上回る新設があった。 

 

  

Ｈ21～Ｈ25

の合計

Ｈ21～Ｈ25

の平均値

（件）（％）（件）（％）（件）（％）（件）（％）（件）（％） （件） （件）

240 100.0 135 100.0 193 100.0 283 100.0 173 100.0 1,024 205

持家 113 47.1 99 73.3 107 55.4 110 38.9 116 67.1 545 109

貸家 125 52.1 17 12.6 72 37.3 144 50.9 46 26.6 404 81

給与住宅 0 0.0 1 0.7 0 0.0 1 0.4 1 0.6 3 1

分譲住宅 2 0.8 18 13.3 14 7.3 28 9.9 10 5.8 72 14

資料：各年兵庫県新設住宅着工統計 市区町別集計

Ｈ25Ｈ23 Ｈ24

総数

Ｈ21 Ｈ22

 

  

240 
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283 

173
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（件）
■住宅の着工新設件数の推移

分譲住宅

給与住宅

貸家

持家
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４．空き家予備調査の結果 

４－１ 調査の方針 

・本市における空き家対策を検討する上で、まず市内空き家の現況を把握することが必要で

あるが、水道使用者情報等のデータによる抽出が難しいことから、自治会への照会等によ

り、空き家候補住宅の特定を行う。 

・国土交通省住宅局の手引＊１によると、空き家の特定や管理状況把握のため、空き家候補住宅

については原則現地調査を行うことが望ましい。ただし、平成26年度業務として、市内全域

の空き家候補住宅の現地調査を行うことは難しいことから、調査対象地区を絞って、調査を

実施する。 

・そこで、防犯や環境衛生の面、また倒壊等により隣地に危険を及ぼす可能性が高い市街地地

区内（西脇地区）の空き家調査を実施する。 

＊１ 「地方公共団体における空家調査の手引き Ver.1（国土交通省住宅局）」 

 

 

４－２ 調査手順 

(1) 空き家候補の抽出 

・情報提供による抽出（自治会への照会等）⇒西脇地区において実施 

 

(2) 現地調査による空き家の特定／外観調査 

・調査対象地区内の空き家候補住宅を全て回って、空き家かどうかの特定を行う。 

・同時に活用可能かどうか等、老朽度の判定を行う。 

 

(3) 空き家所有者の特定（必要に応じて実施） 

・空き家と特定した住宅の登記情報・課税情報から、所有者を特定する。 

・持家・借家の別を行う。 

・所有者へのアンケート調査（管理状況、今後の意向等）を行う。 

■空き家調査の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）空き家候補の抽出 

 

 ◆情報提供による抽出 

・自治会への照会 

 

（２）現地調査による 

 空き家の特定/外観調査

 

（３）空き家所有者の特定

 

◆チェック内容 

・おおよその築年 

・住宅種別 

・老朽度 

・道路状況 など 

 ◆所有者の特定 

・登記情報、課税情報

◆所有者アンケート 

→今年度以降 

 必要に応じて実施 

今年度以降 

 必要に応じて実施 
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４－３ 現地調査結果 

(1) 実施概要 

・西脇地区自治会 10 町のうち、６町（東本町、南旭町、山手町、戎町、北本町、南本町）に

おいて、現地調査を実施した。 
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(2) 空き家の状況 

① 空き家数及び空き家率 

・６町の住宅の空き家数は合計 190 件で、６町内の住宅数＊１1,444 件を母数とすると、住宅空

き家率は 13.2％である。 

・町別に住宅空き家率を見ると、最も高いのは戎町の19％で、次に東本町約 16％、北本町約

15％、山手町約 14％と続いている。 

＊１ 賃貸マンション及びハイツを除いた、戸建て住宅及び長屋建て住宅の住宅数 

 

  

空き家数 住宅数 空き家率

（件） （件） （％）

東本町 49 308 15.9

南旭町 22 241 9.1

山手町 38 270 14.1

戎町 37 195 19.0

北本町 26 179 14.5

南本町 18 251 7.2

総計 190 1,444 13.2  

 

 

 

 

 

 

 

② 空き家の建て方 

・40％が戸建て、残り 60％が長屋となっている。 

 

  

空き家数 割合

（件） （％）

戸建て 76 40.0

長屋 114 60.0

空き家数計 190 100.0  

 

 

 

戸建て

40.0%

長屋

60.0%

空き家の建て方：西脇地区６町 n=190

13.2 

15.9 

9.1 

14.1 

19.0 

14.5 

7.2 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

総計（n=1,444）

東本町（n=308）

南旭町（n=241）

山手町（n=270）

戎町（n=195）

北本町（n=179）

南本町（n=251）

（％）
町別にみた住宅空き家率：西脇地区６町
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③ 空き家の種類 

・専用住宅が約 53％、店舗付住宅が約 47％で、ほぼ半数ずつである。 

 

  

空き家数 割合

（件） （％）

専用住宅 100 52.6

店舗付住宅 90 47.4

空き家数計 190 100.0  

 

 

 

 

 

④ 空き家の構造 

・木造が約 96％を占めており、ほとんどが木造である。 

 

  

空き家数 割合

（件） （％）

木造 182 95.8

鉄骨造 1 0.5

RC造 4 2.1

プレハブ 2 1.1

その他 1 0.5

空き家数計 190 100.0  

 

 

 

 

 

⑤ 空き家の建築時期 

・最も割合が高いのは「S25 以前」建築の住宅で約 60％、次に「S26～S57」が約 39％で、これ

らを合わせると、ほぼ全ての住宅が新耐震基準以前の建築である。 

 

  

空き家数 割合

（件） （％）

Ｓ25以前 113 59.5

Ｓ26～S57 74 38.9

Ｓ58～Ｈ７ 3 1.6

Ｈ８～現在 0 0.0

空き家数計 190 100.0  

 

 

 

Ｓ25 以前：建築基準法制定以前の建物 

Ｓ26～Ｓ57：旧耐震基準による建物 

Ｓ58～Ｈ７：新耐震基準で阪神淡路大震災以前 

Ｈ８～現在：阪神淡路大震災以降 

専用住宅

52.6%

店舗付住宅

47.4%

空き家の種類：西脇地区６町 n=190

木造

95.8%

鉄骨造

0.5%

RC造

2.1%

プレハブ

1.1% その他

0.5%

空き家の構造：西脇地区６町 n=190

S25以前

59.5%

S26～S57

38.9%

S58～H7

1.6%
H8～現在

0.0%

空き家の建築時期：西脇地区６町 n=190
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⑥ 空き家の老朽化状況 

・「かなり老朽化」が約 25％、「やや老朽化」が約 56％で、８割以上が老朽化している。 

・「良好」「非常に良好」は合わせて約４％しか見られなかった。 

・住宅数に占める割合を見ると、「かなり老朽化」「やや老朽化」した空き家が約１割見られる。 

 

  

空き家数
空き家に占
める割合

住宅数に占
める割合

（件） （％） （％）

かなり老朽化 48 25.3 3.3

やや老朽化 107 56.3 7.4

普通 28 14.7 1.9

良好 4 2.1 0.3

非常に良好 3 1.6 0.2

空き家数計 190 100.0 13.2

住宅数計 1,444 - 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 空き家の接道状況＊１ 

・「１項１号」が約 26％、「２項公道」が約 16％、「位置指定」が約２％で、４割強が公道に接

道している。 

・「非接道（通路）」が約 35％も見られるが、その多くは幅１ｍ前後の通路に面した長屋である。 

＊１ 接道義務･･･建築基準法第43条：建築物の敷地は建築基準法上の道路に２ｍ以上接しなければならない。 

  

空き家数 割合

（件） （％）

１項１号 49 25.8

２項（公道） 30 15.8

２項（私道） 0 0.0

位置指定 4 2.1

非接道（通路） 66 34.7

未判定 41 21.6

空き家数計 190 100.0  

 

 

 

・かなり老朽化：建物の各部位（屋根、壁、基礎、建具等）の大部分が老朽化又は破損しており、修復するには

材料変換も含め、建物全体を補修しなければならないと判断されるもの 

・やや老朽化：一部の部位に大きく老朽化又は破損が見られるもの。又は建物全体がやや老朽化しているもの 

・普通：やや古びてはいるが、いずれの部位も補修する必要のないもの 

・良好：いずれの部位も補修する必要がなく、良好に維持されているもの 

・非常に良好：いずれの部位も補修する必要がなく、極めて良好に維持されているもの。又は築年が極浅である

と判断されるもの 

・１項１号：建築基準法第 42 条第１項第１号に規定される、幅員が４ｍ以上ある公道 

・２項（公道／私道）：建築基準法第 42 条第２項に基づく、法施行以前に建物の建っていた幅員４ｍ未満の道路

・位置指定：建築基準法第 42 条第１項第５号に基づく、私人が建築などのため築造した幅員４ｍ以上の道路で、

特定行政庁からその位置の指定を受けたもの 

・非接道（通路）：幅員が４ｍ未満で、行政の道路認定がされていない通路等 

・未判定：行政の道路認定がされていない道 

かなり老朽化

25.3%

やや老朽化

56.3%

普通

14.7%

良好

2.1%

非常に良好

1.6%

空き家の老朽化状況：西脇地区６町 n=190

■老朽化状況の判定基準 

１項１号

25.8%

２項（公道）

15.8%

２項（私道）

0.0%位置指定

2.1%

非接道（通路）

34.7%

未判定

21.6%

空き家の道路状況：西脇地区６町 n=190

■建築基準法上の道路･･･建築基準法第 42 条：以下のとおり 
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⑧ 空き家の建て方×空き家の老朽化状況 

・「かなり老朽化」している空き家は戸建て約 33％、長屋約 20％と、戸建ての方が割合が高か

った。 

・しかし、長屋は「やや老朽化」の割合が約 69％で、「かなり老朽化」と合わせるとほぼ９割

が老朽化しており、良好な住宅はなかった。 

 

  

空き家数（件） 割合（％） 空き家数（件） 割合（％）

かなり老朽化 25 32.9 23 20.2

やや老朽化 28 36.8 79 69.3

普通 16 21.1 12 10.5

良好 4 5.3 0 0.0

非常に良好 3 3.9 0 0.0

76 100.0 114 100.0空き家数計

戸建て 長屋

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 町×空き家の建て方 

・山手町は戸建てが８割以上を占めるが、他の町は５割以下である。 

・特に長屋の割合が高いのは、北本町（約 85％）、南旭町（約 77％）、東本町（約 74％）であ

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.9
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69.3

21.1

10.5

5.3 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戸建て

長屋

空き家の建て方×空き家の老朽化状況

かなり老朽化 やや老朽化 普通

良好 非常に良好

戸建て 長屋 計

（件） 13 36 49

（％） 26.5 73.5 100.0

（件） 5 17 22

（％） 22.7 77.3 100.0

（件） 31 7 38

（％） 81.6 18.4 100.0

（件） 17 20 37

（％） 45.9 54.1 100.0

（件） 4 22 26

（％） 15.4 84.6 100.0

（件） 6 12 18

（％） 33.3 66.7 100.0

（件） 76 114 190

（％） 40.0 60.0 100.0

山手町

戎町

東本町

南旭町

北本町

南本町

総計

26.5

22.7

81.6

45.9

15.4

33.3

73.5

77.3

18.4

54.1

84.6

66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東本町

南旭町

山手町

戎町

北本町

南本町

町×空き家の建て方

戸建て 長屋
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⑩ 空き家の種類×空き家の老朽化状況 

・「かなり老朽化」している空き家は、専用住宅 30％、店舗付住宅 20％と、専用住宅の割合が

高かった。 

 

  

空き家数（件） 割合（％） 空き家数（件） 割合（％）

かなり老朽化 30 30.0 18 20.0

やや老朽化 46 46.0 61 67.8

普通 19 19.0 9 10.0

良好 2 2.0 2 2.2

非常に良好 3 3.0 0 0.0

100 100.0 90 100.0空き家数計

専用住宅 店舗付住宅

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 町×空き家の種類 

・専用住宅が多いのは、山手町（約 97％）、南旭町（約 82％）、南本町（約 78％）である。 

・一方、店舗付住宅が多いのは、「北本町」（約 92％）、「東本町」（約 69％）、戎町（約 62％）

である。 
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店舗付住宅

空き家の種類×空き家の老朽化状況

かなり老朽化 やや老朽化 普通

良好 非常に良好

専用住宅 店舗付住宅 計

（件） 15 34 49

（％） 30.6 69.4 100.0

（件） 18 4 22

（％） 81.8 18.2 100.0

（件） 37 1 38

（％） 97.4 2.6 100.0

（件） 14 23 37

（％） 37.8 62.2 100.0

（件） 2 24 26

（％） 7.7 92.3 100.0

（件） 14 4 18

（％） 77.8 22.2 100.0

（件） 100 90 190

（％） 52.6 47.4 100.0

山手町

戎町

東本町

南旭町

北本町

南本町

総計

30.6

81.8

97.4
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18.2

2.6
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町×空き家の種類

専用住宅 店舗付住宅
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(3) 現地調査結果のまとめ 

① 西脇地区（６町）の空き家の現況 

・西脇地区の空き家の特徴として、長屋建ての住宅が多いこと、また店舗付住宅が多いこと

があげられる。 

・長屋の中でも、西脇地区では２戸の連棟が多い。いずれの場合も、入居は１軒のみで他は空

き家というケースが多く見られる。 

・築年が古い住宅（戦前、建築基準法以前）が多く、昭和56年（建築基準法において新耐震基

準採用）以降の住宅は非常に少ない。 

・道路状況を見るとほぼ整備されているが、非接道の住宅が空き家全体の約３分の１に上る。

これらの多くは、細い通路に面した長屋住宅である。 

・未判定の幅員２ｍ以下の道路（通路）に面したところに、空き家が集中している。 

・かなり老朽化した住宅は全体の約４分の１みられ、うち 10 件弱は屋根が落ちるなどして倒

壊の危険性があり、早急な除却がのぞまれる状態となっている。 

・本調査で現地を確認した結果、全体的に空き地もかなり見られる。 

 

② 町別に見た空き家の現況 

・町別に見ると空き家率が最も高いのは戎町で、平成 16 年の水害時の浸水が原因で、移転し

た世帯が多いことが影響している可能性がある。 

・戎町に次いで空き家率が高い東本町、北本町は、戦後すぐに建てられた大規模な木造の市場

が立地しており、これら市場内の空き家の多さが町の空き家率を押し上げているものと考え

られる。 

・山手町では、比較的大規模な住宅が数軒まとまって空き家となっている街区がある。 

・特に老朽化した空き家の集中が見られるのは、戎町と南旭町である。 

・長屋が多い町は、北本町（約 85％）、南旭町（約 77％）、東本町（約 74％）。 

・店舗付住宅が多いのは、北本町（約 92％）、東本町（約 69％）、戎町（約 62％）である。 
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５．住まい・住環境を取り巻く課題 

(1) 今ある住宅を活用して豊かな住生活を実現する視点 

・本市では、人口減少傾向が続いているにもかかわらず住宅数の大幅な増加が見られ、住宅の

供給過剰により空き家が多く発生している。 

・このような空き家を含む既存住宅ストックの有効活用を進めることにより、豊かな住生活を

実現することができる。 

・ただし、これらの既存住宅ストックの半数以上が築後年数30年以上経過しており、世帯構成

やライフスタイルの変化に合わせた増改築や設備の取り替え、あるいは世帯に合った住宅へ

の住み替えが必要と見られる。このため、住宅リフォームや中古住宅の流通促進等既存住宅

の活用を促進する施策が必要である。 

 

(2) 安全・安心に暮らすことのできる住環境の形成 

・本市では高齢化の進行が著しく、県平均を上回る高齢化率となっている。高齢者や障害者の

ための設備がある住宅は全体の約６割に達しており、全国的に見ても高い整備レベルにある

が、高齢化率が高いことや地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護の重要性を考慮す

ると、住宅のバリアフリー化の推進等、高齢者等が安心して生活できる住宅・住環境の整備

推進を継続する必要がある。 

・また、高齢者等が安心して暮らすためには、一人暮らしや介護が必要な状態になったときの

見守りや介護サービスの充実、道路や交通機関の整備も必要であり、福祉施策や都市基盤整

備等との連携により住環境を整備する視点が求められている。 

・さらに、既存住宅ストックの約半数は新耐震基準以前に建築された住宅であり、耐震性能上

不安があることから、住まいの安全性向上のために、住宅の耐震化をこれまで以上に促進し

なければならない。 

・西脇地区の空き家調査によると、倒壊の危険性のある空き家が数件見られた。また空き家の

約３分の１が非接道であり、さらに未判定の幅員２ｍ以下の道路に面して複数の空き家の集

中が見られるなど、道路状況の問題が空き家の発生の原因となっていると考えられる。空き

家は、倒壊等の危険や衛生・防犯面から問題が多く、危険な空き家への対策とともに、まち

づくり施策とも連携した対応が必要である。 

 

(3) 西脇市の持続的な発展を支える住宅・宅地政策の展開 

・本市では、人口減少及び少子高齢化が進行しており、将来にわたって持続的な発展を目指す

上で、人口減少傾向を抑制し、世代間バランスの回復を図ることが重要課題となっている。 

・人口定住のためには、市内で世帯構成やライフスタイルに応じた住宅への住み替えを可能に

するような多様な住まいの整備を進めるとともに、まちづくりや福祉、教育など、暮らしに

密着した分野との連携により、居住地としての魅力を高める施策の推進が必要である。 

・また、今後他市町村からの若年世帯の呼び込みや市内定住促進に向けた方策検討が必要と考

えられるが、西脇市総合戦略（「地方創生の推進に関する総合戦略計画」に基づき今年度策

定予定）における若年層定住促進、子育て支援等の施策に基づき、今後の住宅・宅地政策の

方向性について改めて検討を行う必要がある。 
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(4) 真に住宅に困窮する市民に対応するため、住宅のセーフティネット機能を再構築する 

・本計画と同時に策定中の西脇市市営住宅長寿命化計画において、今後10年間に発生する要支

援世帯数の推計を行ったところ、現在市が管理している戸数をベースとした募集により十分

対応が可能であることが明らかとなった。 

・しかし、本市の世帯構成の推移を見ると、高齢者の単身・夫婦のみ世帯や一人親世帯が増加

しており、住宅に困窮する市民が今後増加する可能性もある。このため、公的賃貸住宅のセ

ーフティネット機能の強化を図るとともに、民間賃貸住宅市場の活用による住宅セーフティ

ネットの再構築を進める必要がある。 

 

(5) 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現 

・本市の都市計画マスタープラン（平成 21 年度策定）では、将来的な市街地の規模について

「人口減少を抑えるものの、市街化区域については、現在の規模を維持」「外縁的な市街地

の拡大を防止し、コンパクトな市街地を維持する」「田園地域では、田園まちづくりを推進」

とした上で、市街地・住環境整備の方針として次の４点をあげている。 
①都心（中心市街地）における多様な都市機能の集積と市街地整備の推進 

②既成市街地における基盤整備の推進 

③「まちなか居住」の誘導と安全で快適な住環境の保全、育成 

④田園まちづくりの推進と集落地区の住環境整備 

・今回の住生活基本計画見直しでは、これらの方針を基本としつつ、将来的な立地適正化計画

策定の可能性を踏まえ、コンパクトシティの実現へ向けた施策検討が必要である。 

・特に、西脇市の中心市街地は、大部分が昭和20年代後半～40年代の繊維産業の隆盛期に急速

に発展した経緯があり、現在は工場の廃業・移転による空き地や商業の停滞による空き店舗

が増加している。また、住宅も築後50年以上経過したものが多く、人口は市街地の外へ流出

していると見られ、空洞化が進んでいる。立地適正化計画は、市街地空洞化防止のための選

択肢として活用することが可能であり、本市においても同計画の策定を前提として、公的不

動産を活用したまちづくりやまちなか居住推進等の方策の検討が求められている。 

・田園地域についても住宅・住環境の維持・向上に資する方策の検討が必要である。 

 

(6) 空き家や空き地の活用・更新の推進による安全・安心で活力あるまちづくりの必要性 

・本市の住宅ストックのうち２割が築後55年以上経過しており、相当数の老朽住宅が現存して

いる。 

・西脇地区の空き家予備調査による住宅空き家 190 件のうち、かなり老朽化した住宅は全体の

約４分の１みられ、その中には屋根が落ちるなどして倒壊の危険性があり、早急な除却がの

ぞまれる状態となっている。 

・空き家には倒壊等の危険や衛生・防犯面で問題があり、安全・安心な住宅・住環境の形成に

向けて、市の関係部局が一体となって危険空き家に対応しなければならない。 

・空き家の増加はまちの活力の衰退につながることから、まちづくり施策との連携によりその

利活用や除却・建て替えを進める必要がある。 
 



 

49 

６．西脇市住生活基本計画の基本理念と基本方針 

６－１ 西脇市住生活基本計画の基本理念 

・本市では、総合計画において『いのちいきいき 自然きらきら 共生のまち にしわき』を将

来像として掲げ、また、都市像として「人輝き 未来広がる 田園協奏都市」を掲げている。 

・これらを踏まえ現計画では、全ての世代が愛着を持ち、いきいきと輝き続けられるように、

市民の豊かな暮らしを実現することを目標として、官民の連携による『西脇らしい豊かな暮

らしを実現する住まいづくり』を住まいづくりの基本理念として掲げている。 

・市民が愛着を持っていきいきと暮らすことができ、また、次世代へと住み継がれていく住ま

いづくり、まちづくりを進めるに当たって、本計画に求められる理念が適切に表現されてい

ることから、今回の見直しにおいても、当理念を継承するものとする。 

 

 

 

 

 

基本理念【現計画を継承】 

西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 
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６－２ 基本方針及び基本施策 
 

基本方針１ リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 

・既存住宅ストックの活用による豊かな住生活実現のために、世帯構成やライフスタイルに合

った住宅へのリフォームや中古住宅の流通促進等、既存住宅ストックの活用促進を図る。 

・市民にとって安心してリフォームを実施できる環境を確保するため、信頼できる住宅関連事

業者の選定を支援する仕組みや、市民向けの住宅相談等による住宅情報の提供が必要である。 

・空き家となっている町家・古民家等の保全と活用に向けたリフォームを促進する。 

 

【基本施策】 

(1) 市民の住まいづくりやリフォームをサポートする市場の形成と住まい情報の提供 

(2) 町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進 

 

 

基本方針２ 安全・安心の住宅・住環境の確保 

・高齢者や障害者が住み慣れた環境で安心して住み続けることができるよう、福祉施策とも連

携した住宅や住環境のバリアフリー化の推進や高齢者向け住宅の整備促進を図る必要があ

る。 

・地震・水害等近年頻発している災害や高齢者を狙った犯罪の増加等を背景に、災害に強く、

防犯性の高い住まいづくり・まちづくりが求められている。 

・安全・安心の住宅・住環境整備に当たっては、民地でのバリアフリー化促進や住宅・商店の

外灯点灯運動等、市民との連携による取組の効果が高いものと考えられることから、そのよ

うな取組の創出に向けた調査・検討が必要である。 

 

【基本施策】 

(1) 福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

(2) 災害や犯罪などに強く安心して暮らせる住宅・住環境づくり 
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基本方針３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

・人口減少を抑制しバランスのよい年齢階層を誘導するため、現在本市に居住している市民の

定住を促進するとともに、他市町村からの若年世帯等の呼び込みにつながるよう、人口定着

の受け皿となる住宅供給や既存ストック活用を進めて魅力ある居住地を形成するため、子育

て層に対して魅力的で、環境にやさしい住宅・住環境づくりを推進し、その魅力を内外に情

報発信しなければならない。 

・多自然居住地域として魅力的な住宅供給を進め、地球環境に配慮し、自然との共生を意識し

た住環境づくりを推進する必要がある。 

 

【基本施策】 

(1) 茜が丘の宅地分譲の推進 

(2) 子育て層に対する魅力的な住宅・住環境づくり 

(3) 環境にやさしい住宅・住環境づくり 

(4) 魅力的な居住地としての積極的な情報発信 

(5) 多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり 

 

 

基本方針４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

・平成19年に施行された「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住

宅セーフティネット法）」においては、低所得者、高齢者等の住宅確保要配慮者の居住の安

定確保のため、官民による重層的かつ柔軟な住宅セーフティネット整備の必要性が示されて

いる。 

・本市においては、現在の市営住宅ストック数により対応が可能との推計結果があるが、今後

の社会経済情勢の変化にも対応できるよう、老朽化した市営住宅ストックの居住性の向上を

進めるとともに、地区別人口バランスを考慮した市営住宅の統廃合により、市街地への集約

を図る。 

・民間賃貸住宅についても市営住宅を補完するようなストック整備を促進する。ただし、現計

画で提案されている借り上げ公営住宅は、他市の事例によって住宅の整備・管理に係る費用

削減の効果が薄く、また借り上げ期間満了時の居住者の移転保障等の問題が大きいことから

今後の検討は実施せず、他の方策を検討する。 

 

【基本施策】 

(1) 社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 

(2) 民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 
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基本方針５ 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現へ向けた取組 

・「都市再生特別措置法」が改正され、将来的な人口減少や都市縮小に備えたコンパクトシテ

ィ実現へ向け、立地適正化計画を策定し、居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールす

ることが可能となった。 

・空家等対策計画と合わせて、まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境

づくりを推進し、市街地の工場・倉庫・寄宿舎跡地等の利活用等中心市街地空洞化への対応

を進めるためにも、コンパクトシティの実現へ向けた住宅開発等の誘導により、生活利便性

の維持・向上を図ることとする。 

 

【基本施策】 

(1) まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 

(2) コンパクトシティの実現へ向けた住宅開発等の誘導 

 

 

基本方針６ 空き家等＊１の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 

・本市の空き家率は県平均より高く約 17％に達しており、空き家の増加傾向が顕著であるため、

空き家等に対する早期の取組の必要性を鑑み、空家等対策計画を策定し、市内の空き家等の

現況を把握するとともに、空き家等への対策の検討を行う。 

・空き家等の活用を進めるに当たっては所有者との協力が不可欠であることから、所有者に対

する調査により今後の活用意向を把握し、その結果に基づいて所有者との協力・連携関係を

築き、迅速かつ効果的な空き家等の利活用につなげる。 

・安全・安心な住宅・住環境の形成に向けて、空き家等の適正管理に関する住民・自治会への

意識啓発により住民からの空き家等の情報提供の迅速化を図り、住民と情報を共有し、危険

な空き家等の情報収集及びその対策を推進する。 

・まちづくり施策との連携により、空き家等の活用及び住宅・織物工場等の空き家除却による

更地化や住宅開発等による更新を進め、空き家等対策の推進と市街地活性化を図る必要があ

る。 

＊１ 空き家等には、空き地を含む。 

 

【基本施策】 

(1) 空家等対策計画の策定による空き家等の把握と対策の検討 

(2) 空き家等の利活用・除却等の対策の推進 
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７．具体的施策の展開と評価 

７－１ 具体的施策 

・第６章で策定した６つの基本方針について、今後の具体的な施策を示す（◎印･･･新規施策）。 

基本方針１ リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 

(1) 市民の住まいづくりやリフォームをサポートする市場の形成と住まい情報の提供 

① 信頼できる住宅関連事業者の育成 

・県事業である「住宅改修業者登録制度」等とも連携して、市民が安心してリフォームや住ま

いづくりを実施できるよう、信頼できる事業者の育成と市民に向けた情報提供を推進する。 

② 市民向けの信頼できる住まい情報の提供 

・現計画において提案されていたとおり、住まいづくりやリフォームに関する市民の関心や知

識を高めるため、平成25年度から一般社団法人住宅リフォーム推進協議会主催の消費者向け

の住宅リフォーム講座を年１回開催している（市は後援）。 

・住宅相談を平成 26 年度から開始した（市役所にて、月２回実施中）。 

・上記の施策に加え、ひょうご住まいサポートセンターの実施する「安全・安心リフォームア

ドバイザー派遣事業」の活用により、適切なリフォームが実施できるよう支援を行う。 

・これらの情報発信のため、ホームページの開設を検討する。 

   ■住宅リフォーム講座の実施状況 

実施年度 実施日 場所 参加人数 

平成 25 年度 平成 25 年 11 月 23 日 西脇市総合市民センター 55 名 

平成 26 年度 平成 27 年 11 月 24 日 西脇市生涯学習まちづくりセンター 46 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ■リフォーム講座チラシ（H26）      ■リフォーム講座の様子（H26） 

 

(2) 町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進 

・町家や農家住宅など、地域の個性ある景観を構成する重要な建築物の保全と活用を促進する

ために、県事業である「古民家再生促進支援事業※１」及び「さとの空き家活用支援事業※２」

の情報提供、活用促進を行う。 

※１、※２ いずれも、制度内容については「参考４（p.83～85）」を参照 



 

54 

基本方針２ 安全・安心の住宅・住環境の確保 

(1) 福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

① 住宅・住環境のバリアフリー化の推進 

・「介護保険の住宅改修制度」及び「住宅改造費助成制度（兵庫県人生 80 年いきいき住宅助成

事業）※３」の利用促進により住宅のバリアフリー化を促進する。 

・都市整備部局と福祉部局の連携によりバリアフリーのまちづくりを推進する。 

※３ 制度内容については「参考４（p.83～85）」を参照 

 

② 高齢者や障害者が安心して住み続けることができる住宅･住環境の整備 

・高齢者や障害者が安心して暮らすことのできる、グループホームやグループリビング、シェ

アハウスなどの供給を促進するため、空き家の活用等を検討する。 

◎市営住宅（特定公共賃貸住宅）の空き家について、グループホーム等の福祉的利用の検討を

行う。⇒新規 

・住民による地域福祉活動を推進し、まちづくり協議会等による見守り活動や生活支援活動な

どを充実し、高齢者等が安心して暮らすことのできる地域づくりを促進する。 

◎民地でのバリアフリー化を促進するため、市民意識の醸成に向けた情報発信、啓発を行う。

⇒新規 

◎高齢者が世帯構成や身体状況の変化に合わせた住宅リフォームや住み替えを検討する際に、

都市整備部局と福祉部局の連携によりワンストップでの相談・助言等が行える仕組みづくり

を検討する。⇒新規 

 

(2) 災害や犯罪などに強く安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

① 木造密集市街地における、地区計画等の導入による道路拡幅の推進 

・木造密集市街地において、避難路ともなる生活道路の計画的な拡幅や住宅の不燃化を促進す

るために、地区計画等を導入して、住民の合意の下、災害に強いまちづくりを推進する。 

 

② 防災、防犯に配慮した住宅・住環境づくり 

・狭あいな道路基盤しかない市街地において、住宅の建て替え時におけるセットバック分の無

償提供による生活道路（４ｍ）の確保、不燃化、耐震化の促進による市街地の防災性の向上

を促進する（まちづくりの観点からの空き家対策（空き家除却と２項道路整備の一体的推進）

と合わせて、生活道路確保推進に努める。）。 

・「簡易耐震診断推進事業※４」の活用により住宅の耐震診断を促進する。また、「耐震改修計画

策定費補助事業※５」「耐震改修工事費補助事業※６」（いずれも、県事業である「ひょうご住ま

いの耐震化促進事業」に「西脇市住宅耐震化促進事業」による補助を上乗せした事業）によ

る住宅の耐震改修を促進する。 

・県事業である「住宅耐震改修工事利子補給事業」についての情報提供、活用促進を行う。 

◎今年度からの新規事業として、「防災ベッド等設置助成事業※７」「建替工事費補助※８」を予定

しており、これら施策についても継続して実施する。⇒新規 

・民地での防犯カメラ設置、住宅・商店等の外灯点灯運動等、市民との連携による防犯に配慮
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した住宅・住環境づくりの取組について市民目線に立って検討を行う。⇒検討 

・自主防災組織による防災活動など、住民による防犯・防災活動を推進し、安心して暮らすこ

とのできる地域づくりを促進する。 

※４～※８ いずれも、制度内容については「参考４（p.83～85）」を参照 

 

③ 危険老朽家屋（特定空家）等の除却の推進 

◎空家等対策特別措置法に基づき、特定空家等（倒壊等の危険や衛生上有害となるおそれがあ

る、著しく景観を損なっている等の状態にある空家）に対しては、除却、修繕、立木竹の伐

採等の措置の助言又は指導、勧告、命令、またこれらの方法では改善されない場合は強制代

執行を実施し、特定空家等の除却を推進する。⇒新規 
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基本方針３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

(1) 茜が丘の宅地分譲の推進 

・茜が丘の宅地分譲を推進するため、積極的なＰＲや情報発信を行う。 

 

(2) 子育て層に対する魅力的な住宅・住環境づくり 

・野村町茜が丘において、図書館機能・子育て支援機能・男女共同参画機能・コミセン機能を

中核機能とした複合施設を整備することにより、子育てしやすい住環境整備を進める（平成

27 年秋の開館予定）。 

◎空家等対策特別措置法に基づく空き家等の活用により、子育て層向けの住宅供給や子育て支

援拠点、ポケットパーク等の整備を検討し、子育て層にとって魅力ある住宅・住環境づくり

を進める。⇒新規 

◎市営住宅の建て替えに際して、若年・子育て層向けの定住促進住宅供給を検討する。⇒新規 

◎特定公共賃貸住宅の空き家について、本市へのＵターン受入れ住宅としての活用検討を行う。

⇒新規 

◎西脇市総合戦略※９における若年層定住促進、子育て支援等の施策に基づき、今後の住宅・宅

地政策の方向性について改めて検討を行う。⇒新規 

・子育て層に対して、西脇市で暮らす魅力を発信し、定住を促すため、民間事業者とも連携し

て、市内の分譲地や賃貸住宅に関する情報、子育てしやすい住まいづくりに関する情報を発

信するため、ホームページの開設や市のポータルサイトの活用、配布物の作成を検討する。 

※９ 国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 26 年 12 月策定）」及び県の「兵庫県地域創生戦略（仮

称、策定中）」を勘案し、今年度策定を予定している。「参考４（p.83～85）」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ■茜が丘複合施設（完成予想図）          

 

 

 

 

 

 

 

 

   ■ポケットパーク整備事例        ■ビルの空きスペース活用による子育て支援拠点整備事例 
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(3) 環境にやさしい住宅・住環境づくり 

① 環境に配慮した住宅づくりの推進 

・家庭におけるＣＯ２（二酸化炭素）の排出抑制と再生可能エネルギーの活用促進を図るため、

市内に自ら居住する住宅に太陽光発電システム等を設置する個人に対し、その設置費用の一部

を奨励金として交付する様々な事業※10の利用を促進する。 

・雨水貯留槽の設置促進施策の創設を検討するなど、自然エネルギーの活用などにより環境負

荷を低減する「環境共生型住宅」の普及・啓発の推進を図ることにより、環境意識の高い市

民の定住を促すとともに、環境に優しいまちづくりを推進する。 

・県事業である「県産木材住宅ローン」「県産木材リフォームローン」についての情報提供、

活用促進を行う。 

※10 現在の名称は「家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業」である。制度内容については「参考４（p.83～

85）」を参照 

 

② 緑豊かな住宅地形成の推進 

・緑豊かな住宅地形成に向けた住民の取組（花いっぱい運動など）に対して、西脇市まちづく

り活動支援事業の活用や、環境に配慮した魅力的な住宅地の形成を推進する。 

・特に田園地域においては、農村的景観を形成している景観要素（水路・農業関連施設・生垣・

景観作物など）の保全活動などに対する支援も推進する。 

 

 

(4) 魅力的な居住地としての積極的な情報発信 

・自然に囲まれた環境の中で、まちなか居住を楽しむことができる「西脇らしい暮らし方」を

紹介・提案し、西脇市で暮らすことが魅力的であることをＰＲするための情報発信を検討す

る。 

 

 

(5) 多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり 

・田園地域における地域活性化の取組とも連携して、農家住宅などの空き家の活用促進等によ

る多自然居住を促進する。 
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基本方針４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

(1) 社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 

① 市営住宅ストックの統廃合の推進や建替事業の整備 

・本市においては、現在の市営住宅ストック数により今後10年間に発生する要支援世帯への対

応が可能との推計結果があるが、H37 年度以降に耐用年限を超過する団地があることを考え

ると、建て替え等により募集可能な住戸数が 310 戸以上となるよう老朽化した市営住宅スト

ックの建て替え・改善等を進める必要がある（詳しくは、「８．今後の西脇市営住宅活用方

針」参照）。 

◎日野ヶ丘団地については、市街化調整区域で中心市街地からも離れた立地であり、将来的な

需要が見込めないことから、現地建替は今後実施せず、市街化区域内にある利便性が高い雇

用促進住宅等への入居による対応を検討し、また、市街地の空き家や空き地を活用した集約

建替についても検討することとする（都市計画道路拡幅事業等に伴う同時事業）。⇒新規 

◎旭ヶ丘団地については、市街化調整区域ではあるが、板波町の市街地に隣接し利便性が高い

ことや、団地が立地する西脇南中学校区（重春地区）では人口増加傾向があるにもかかわら

ず公営住宅が少なく、公営住宅需要が高いことから、現入居者及び用途廃止となる６団地（大

野、高嶋、中畑、津万井、田高、坂本）の現入居者を受け入れる集約建替により将来的な需

要にも対応できるような整備計画を検討する。⇒新規 

◎耐用年限までの残余期間が残っている団地については、必要に応じて安全性確保、居住性向

上、長寿命化等の改善工事を実施し、建物の老朽化や劣化による事故を未然に防ぐとともに、

建物の耐久性を高め、ライフサイクルコストの縮減につなげる。⇒新規 

 

② 市営住宅管理制度の変更による既存ストックの有効活用の推進 

・平成 26 年度から市営住宅の募集に際して型別・優先入居基準を導入しており、世帯の規模や

困窮度に応じた住宅への入居を誘導することによって、既存ストックの有効活用を進め、市営

住宅のセーフティネット機能の強化を図っていく。 

 

 

(2) 民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 

① 民間住宅市場における住宅セーフティネット機能の整備 

◎民間賃貸住宅の空き家で一定の条件を満たすリフォームを実施した後、入居者を住宅確保要

配慮者とすれば補助が受けられる「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業※11」の活用を促

進し、民間賃貸住宅のセーフティネット機能の強化を図る。⇒新規 

※11 制度内容については、「参考４（p.83～85）」を参照 
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基本方針５ 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現へ向けた取組 

(1) まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 

① 都市計画道路等の整備に合わせたまちづくりの検討 

・都市計画道路等の整備に合わせて、中心市街地活性化等のソフト施策の取組と連携し、公的

住宅・民間住宅・福祉関係施設などを共同で行うことを検討する。 

 

② まちなかにおける魅力的な住宅づくり 

・まちなかにおける良質な住宅の供給を推進するために、まちなかでの共同住宅供給に対する

支援制度の創設を検討する。 

・まちなか居住を促進するきっかけとなる取組として、民間の住宅開発事業者などと連携し、

新しく住宅地として開発することができる空き地（小規模なものを含む。）などにおいて、

西脇市の中心市街地における魅力的な住まいづくりを提案する「設計コンペ」の開催を検討

する。この取組により、今後の西脇市における住まいづくり・まちなか居住のモデルケース

となる考え方を提案する。 

 

③ まちなかで暮らす楽しさを豊かにする場づくり 

・ＴＭＯ、商工会議所、西脇区まちづくり団体等による中心市街地活性化の取組及び空き家等へ

の対策と連携し、まちなかの空き家や空き工場、空き地などを活用して、魅力的なまちなか居

住を支える都市機能（レストランやカフェ、ギャラリーなど）や、コミュニティスペース（市

民の運営による街角サロン、ポケットパークなど）の創出に向けた取組の促進を検討する。 

 

 

(2) コンパクトシティの実現へ向けた住宅開発等の誘導 

◎将来的な立地適正化計画策定の可能性を踏まえ、コンパクトシティの実現へ向けた施策検討

を行う。⇒新規 

◎立地適正化計画における居住誘導区域を想定し、市の勧告やあっせん等により新規の民間分

譲住宅供給や宅地開発は同区域内に誘導するとともに、市営住宅の集約建替等についても同

区域内での事業実施を想定した検討を行う。⇒新規 
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基本方針６ 空き家等の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 

(1) 空家等対策計画の策定による空き家等の把握と対策の検討 

① 空き家等の対策に係る庁内体制整備 

◎空き家等への対策の推進に向けて庁内委員会を設置して、住宅政策担当部局、防災環境担当

部局、商工担当部局等がそれぞれ役割分担し、連携して取り組む庁内体制整備を進める。⇒

新規 

◎市民に対し空き家に関する助言や情報提供及び、市民からの苦情や相談等を通じて空き家の

情報収集を推進するため、空き家総合窓口の設置等、空き家に関するワンストップサービス

を提供できる体制づくりを進める。⇒新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ■庁内体制整備（案） 

 

② 空き家等の把握及び対策の検討 

◎空き家等の適正管理に関する住民・自治会への意識啓発や空き家等の情報提供を促進し、危

険な空き家等の情報収集及びその対策を推進する。⇒新規 

◎空家等対策計画策定に先だって空き家等現況調査を実施するとともに、空き家等の所有者を

対象とする調査を行い、空き家等の活用意向等を把握する。⇒新規 

◎上記調査結果を基に空き家等データベースを整備し、これに基づいて所有者への情報提供や

利活用推進についての意識啓発等を実施するとともに、所有者からの情報や意見をデータベ

ースにフィードバックすることによって、所有者と行政との協力・連携関係を築き、迅速か

つ効果的な空き家等の利活用を推進する。⇒新規 

◎安全・安心な住宅・住環境の形成と市街地活性化を図るため、上記調査結果の分析を基に本

市の都市計画の方向性を踏まえた空き家等への対策を検討し、空家等対策計画を策定する。

⇒新規 
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(2) 空き家等の利活用・除却等の対策の推進 

① 空き家等の利活用の推進 

◎空き家等の利活用を推進するため、行政、自治会及び売買・賃貸、リフォーム、管理代行サ

ービス、建物解体・利活用の各事業者等と連携して、建物及び土地所有者への積極的な情報

提供を行う。⇒新規 

◎また、国の「空き家再生等推進事業（活用事業タイプ）※12」の活用を促進し、空き家等をま

ちづくりの資源として利活用する。⇒新規 

※12 制度内容については、「参考４（p.83～85）」を参照 

 

② 空き家等の除却の推進 

◎著しく老朽化し、倒壊・衛生上の問題等が懸念される危険な空き家については、空家等対策

特別措置法に基づき、特定空家等として早期の除却・修繕等の対策を推進する。⇒新規 

◎まちづくり施策との連携により、住宅や織物工場等の空き家除却による更地化や住宅開発等

による更新を進め、空き家対策の推進とまちなか居住の推進を図る。⇒新規 

◎まちづくりの観点からの空き家対策として、国、県の補助制度を活用した空き家除却を進め、

跡地をポケットパーク等の公共空間として活用し、地域の活性化を図る。⇒新規 

◎国の「空き家再生等推進事業（除却事業タイプ）※13」及び県の「老朽危険空き家除却支援事

業」を活用し、狭隘道路（２項道路）のセットバックによる道路用地提供により跡地活用を

推進する仕組みづくりを検討する。 

◎空き家除却に対する補助と同時にセットバックによる道路用地を提供してもらう場合、セッ

トバック部分を市が整備し、また寄附される土地については奨励金制度を実施する等が考え

られる。 

※13 制度内容については、「参考４（p.83～85）」を参照 
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７－２ 成果指標 

・成果指標については、定期的な検証による過去の結果との比較が必要であることから、基本

方針の１から５までについては現計画の成果指標を引き継ぐこととし、策定当初の目標を達

成した項目については目標値の見直しを行った。また、基本方針２に「住宅の耐震化率」を

追加し、基本方針６に対する成果指標を新たに設定することとした。 

 
基本方針１ リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 

成果指標 
現計画策定時(H22) 

の状況 
現在(H27)の状況 目標値(H31) 

持ち家世帯のうちリフォー

ム実施世帯の戸数 

【住宅・土地統計調査】 

H15：360 戸/年 H25：754 戸/年 現状維持＊１ 

＊１ 現計画策定時点（平成 22 年）のリフォーム実施戸数 360 戸/年を維持するものとする。 

 

基本方針２ 安全･安心の住宅･住環境の確保 

成果指標 
現計画策定時(H22) 

の状況 
現在(H27)の状況 目標値(H31) 

「災害に強いまちになって

きている」と感じている市民

の割合 

【まちづくり市民アンケート】 

H20：45.2％ H25：55.7％ 増加 

住宅の耐震化率 

【兵庫県耐震改修促進計画】 
－ H25：74％＊２ 95％＊３ 

高齢者対応の設備がある世

帯の比率（持家・借家別） 

【住宅・土地統計調査】 

持
家 

H15：56.5％ H25：70.2％ 75.0％ 

借
家 

H15：18.2％ H25：32.4％ 40.0％ 

＊２ 平成 25 年住宅・土地統計調査を基に推計した、西脇市の住宅の耐震化率 

＊３ 住宅の耐震化率の目標値は、国の耐震改修促進計画では 95％(平成 32 年度時点)と設定されているが、策定中の兵

庫県耐震改修促進計画では修正される可能性がある。 
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基本方針３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

成果指標 
現計画策定時(H22) 

の状況 
現在(H27)の状況 目標値(H31) 

社会減の抑制 

【西脇市統計】 

H9～H18 の平均 

：△182 人 
H25：△206 人 抑制 

 

 

基本方針４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

成果指標 
現計画策定時(H22) 

の状況 
現在(H27)の状況 目標値(H31) 

最低居住面積水準未満率 

【住宅・土地統計調査】 
H15：4.8％ H25：3.4％ 解消 

 

 

基本方針５ 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現へ向けた取組 

・住宅政策だけではなく、都市計画、商業活性化などとあわせて実現を目指すべき目標である

ため、数値目標は設定しない。 

 

 

 

基本方針６ 空き家等の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 

成果指標 
現計画策定時(H22) 

の状況 
現在(H27)の状況 目標値(H31) 

空き家等＊１の活用・更新を実

施した件数 

【H26 の空き家予備調査によ

り推計】 

－ 
H26 までの実績値 

＝０件 

H27～H31 の実績値

＝合計５件 

＊１ 空き家等には、空き地を含む。 
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７－３ 施策体系図 
 

 

 

 

 

 

H25：55.7％ 

⇒増加…○ 
 

－ 

 

H25：持家 70.2％

借家 32.4％

⇒増加…○ 

黒字･･･継続する取組、緑字･･･実施中の取組、赤字･･･新規取組

１ リフォームの促進等
による既存住宅の活
用促進 

・持ち家世帯のうちリフォーム実施世帯の戸数

 （住宅・土地統計調査） 

   H15： 360 戸/年 ⇒ H31：現状維持

基本方針 成果指標 赤字･･･新規 

２ 安全･安心の住宅･住
環境の確保 

・「災害に強いまちになってきている」と感じて

いる市民の割合（まちづくり市民ｱﾝｹｰﾄ） 

   H20：45.2％  ⇒ H31：増加 

・住宅の耐震化率（兵庫県耐震改修促進計画）

   H25：74％   ⇒ H31：95％ 

・高齢者対応の設備がある世帯の比率（持家・借

家別）（住宅・土地統計調査） 

    H15：持家 56.5％  借家 18.2％

 旧⇒ H31：持家 70.0％  借家 25.0％

改定⇒ H31：持家 75.0%  借家 35.0％

３ 人口定着の受け皿と
しての住宅・宅地の
供給 

・社会減の抑制（西脇市統計書） 

    H9～18 の平均：社会減：△182 人 

       ⇒ H31：社会減の抑制 

５ 生活利便性を維持・
向上させるコンパク
トシティの実現へ向
けた取組 

・住宅政策だけではなく、商業活性化や市街地整備などとあわせて実現

を目指すべき目標であるため、数値目標は本計画では設定しない。 

現在(H27)の状況

４ 住宅のセーフティネ
ット機能の確保 

・最低居住面積水準未満率 

 （住宅・土地統計調査） 

    H15：4.8％  ⇒ H31：解消 

６ 空き家等の活用・更新
の推進による活力あ
るまちづくり 

・空き家等の活用・更新を実施した件数 

    H26 までの実績値：０件 

    ⇒ H27～H31 の実績値：５件 

基本理念【現計画を継承】 

西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 

■社会的背景・状況 ■西脇市における住生活基本計画の基本方策 ■基本理念・基本方針及び成果指標 

●住まいづくりの主要課題【現計画】 

(1)今ある住宅を活用して豊かな住生活を実現する視点 

(2)安全・安心に暮らすことのできる住宅・住環境の形成 

(3)西脇市の持続的な発展を支える住宅・宅地政策の展開 

(4)真に住宅に困窮する市民に対応するため、住宅のセーフティ 

ネット機能再構築 

(5)中心市街地活性化などまちづくりと連携した住宅政策の展開 

●住宅政策の動向（国・県・市） 

◯住生活基本計画（国・県）の改定（H23） 

・住生活基本計画…住宅から住生活へ 

・住まいの性能向上（安全・安心、環境重視） 

・住宅セーフティネットの再構築 

・中古・リフォーム市場の活性化 

◯都市再生特別措置法の改正（H26） 

・立地適正化計画 

…コンパクトシティ・プラス・ネットワーク 

◯空家等対策特別措置法の制定（H26） 

・空家等対策計画…空き家活用・再生・除却推進 

◯西脇市総合計画・後期基本計画（H25） 

●人口・住宅等の動向（データ分析） 

・人口減少傾向の持続、少子化・高齢化の進展 

・世帯の多様化の進展…小規模化・単身世帯の増加 

・持家率が高く、住宅面積が広い 

・住宅の増加と空家の増加…供給過剰が疑われる 

・空き家率は約 17％で、県・国より約 4％高い 

・新耐震基準以前の住宅ストックが全体の半数 

・高齢者のための設備の整備は比較的進んでいる 

・公営住宅数が周辺市町より多い 

●中心市街地の空き家の現況（空き家予備調査） 

◯西脇地区（６町）の空き家の特徴 

・6 町の空き家数は計 190 件、空き家率 13％ 

・長屋建て住宅が多く、また店舗付住宅が多い 

・築年が古い住宅（戦前、建築基準法以前）が多

く、昭和 56 年以降の住宅は非常に少ない 

・非接道の住宅が全体の約３分の１見られる 

・空き家だけでなく、空き地も多い 

・大規模な木造の市場内の空家の増加 

◯町別の傾向 

・空き家率が高い町：戎町、東本町、北本町 

・かなり老朽化した空き家の集中：戎町と南旭町 

■課題整理 

●新たに見えてきた課題 

 (6)生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティ

の実現へ向けた取組 

(7)空き家や空き地の活用・更新の推進による安全・

安心で活力あるまちづくりの必要性 

H25：754 戸/年 

⇒増加…○ 

H25：△206 人 

⇒増加…× 

H20：3.4％ 

⇒減少…○ 

１．リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 
（１）市民の住まいづくりやリフォームをサポートする市場の形成と住まい情報の提供

①信頼できる住宅関連事業者の育成 ⇒「住宅改修者登録制度(県)」との連携 

②市民向けの信頼できる住まい情報の提供 ⇒市民向けリフォーム講座、住宅相談制度 

（２）町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進 

⇒「古民家再生促進支援事業(県)」「さとの空き家活用支援事業(県)」 

２．安全・安心の住宅・住環境の確保 
（１）福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らせる住宅・環境づくり 

①住宅・住環境のバリアフリー化の推進 

⇒介護保険、「人生 80 年いきいき住宅助成事業(県)」の利用促進 

②高齢者や障害者が安心して住み続けることができる住宅・住環境の整備 

⇒市営住宅（特定公共賃貸住宅）の空家活用によるグループホーム整備等 

（２）災害や犯罪などに強く安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

①木造密集市街地における、地区計画等の導入による道路拡幅の推進 

②防災、防犯に配慮した住宅づくり 

⇒簡易耐震診断、耐震改修工事等支援等 ⇒官民連携による防犯まちづくり等 

③危険老朽家屋（特定空家等）の除却の推進 ⇒空家等対策特別措置法による対応

３．人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 
（１）茜が丘の宅地分譲の推進 ⇒ＰＲや情報発信の継続 

（２）子育て層に対する魅力的な住宅・住環境づくり ⇒茜が丘複合施設の整備 

⇒空家等の活用による子育て層向けの住宅、子育て支援拠点等の整備推進 

⇒西脇市総合戦略（今年度策定予定）に基づく若年世帯定住促進方策等の検討 

（３）環境にやさしい住宅・住環境づくり 

①環境に配慮した住宅づくりの推進 ⇒「家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業」

②緑豊かな住宅地形成の推進 ⇒田園地域における景観要素の保全活動への支援等

（４）魅力的な居住地としての積極的な情報発信 ⇒「西脇らしい暮らし方」のＰＲ 

（５）多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり⇒農家住宅等の空き家活用促進

４．住宅のセーフティネット機能の確保 
（１）社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 

①市営住宅ストックの統廃合の推進や建替事業の整備 

⇒建て替え・用途廃止等の活用方針の見直し（８章参照） 

②市営住宅管理制度の変更による既存ストックの有効活用の推進 

⇒型別・優先入居基準の導入 

（２）民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 

①民間住宅市場における住宅セーフティネット機能の整備 

⇒「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業(国)」の活用促進等 

５．生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現へ向けた取組
（１）まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 

①都市計画道路等の整備に合わせたまちづくりの検討 

⇒公的住宅・民間住宅・福祉関連施設などの整備検討 

②まちなかにおける魅力的な住宅づくり ⇒住まいづくり提案コンペの開催等検討

③まちなかで暮らす楽しさを豊かにする場づくり 

⇒空き家・空き工場等を活用したカフェ・コミュニティスペース等の創出促進 

（２）コンパクトシティの実現へ向けた住宅開発等の誘導 

６．空き家等の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 
（１）空家等対策計画の策定による空き家等の把握と対策の検討 

①空き家等の対策に係る庁内体制整備 ⇒庁内委員会の設置 ⇒総合窓口の設置 

②空き家等の把握及び対策の検討 ⇒空き家等所有者との連携促進 

⇒空き家等データベースの整備 ⇒空家等対策計画における対策の検討 

（２）空き家等の利活用・除却等の対策の推進 

①空き家等の利活用の推進 ⇒行政、自治会、不動産等関連事業者の連携の促進 

②空き家等の除却の推進 ⇒工場等の空き家の更地化・住宅開発等の促進 

⇒空き家除却と２項道路整備の一体的推進等 

－ 
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８．今後の西脇市営住宅活用方針 

８－１ 耐用年限を迎える団地についての検討 

(1) 活用方針検討の対象団地について 

・「西脇市市営住宅長寿命化計画＊１（平成 26 年３月）」において、その計画期間が終了する平

成36年度末までに耐用年限を超過する団地について、建て替え又は用途廃止の判定を行った。 

・具体的には、平成 36 年度末までに耐用年限を超過する、大野（簡易耐火造）、高嶋（簡易耐

火造）、日野ヶ丘（簡易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、中畑（木造）、津万井（木

造）、田高（木造）、坂本(木造)の８団地について、建て替えか用途廃止かの判定を行った。 

・日野ヶ丘（簡易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、津万井（木造）、田高（木造）、坂

本(木造)の５団地については、現計画において将来的な集約建替及び用途廃止を想定して募

集停止としているが、社会・経済情勢の変化や上位計画・関連計画等の改正・新設等を受け、

改めて活用の方針を検討する。 

＊１ 以下、長寿命化計画と記す。 

 
■工法・築年別に見た耐用年限の状況＊２

西暦（年） 和暦（年）
築後
年数

耐用年限

超過＊３

日野ヶ丘Ａ棟 2006 H18 9年 19年 ◯ 3・4 2 53 4,587

黒田＊４ 2002 H14 13年 23年 ◯ 6 1 32 4,782

黒田北 1999 H11 16年 26年 ◯ 4 1 20 2,917

下戸田（Ａ・Ｂ棟） 1994・1997 H7・H11 20～16年 30～26年 ◯ 5・6 2 80 6,568

大野（西林寺） 1991～1993 H3～H5 24～22年 34～32年 ◯ 3 8 48 5,181

殿ヶ丘 1985 S60 30年 40年 △ 3 1 18 1,798

上野 1983 S58 32年 42年 △ 3 1 18 2,829

大野（八日） 1982 S57 33年 43年 △ 3 2 24 3,260

野村 1979 S54 36年 46年 △ 3 1 18 2,332

上戸田 1973 S48 42年 52年 △ 3 2 30 2,024

向ヶ丘 1963 S38 52年 62年 △ 3 1 18 1,703

前坂南山 1981 S56 34年 44年 △ 2 3 15 825

大野（大野） 1980 S55 35年 45年 × 2 1 6 1,151

高嶋 1978 S53 37年 47年 × 2 2 6 808

日野ヶ丘 1965～1974 S40～S49 50～41年 60～51年 × 2 20 86 43,159

旭ヶ丘 1956 S31 59年 69年 × 2 3 24 30,830

日野ヶ丘 1965～1972 S40～S47 50～43年 60～53年 × 1 27 142 -

旭ヶ丘 1964 S39 51年 61年 × 1 6 20 -

中畑 1989・1990 H1・H2 26～25年 36～35年 × 2 5 10 2,033

津万井 1966・1967 S41・S42 49～48年 59～58年 × 1 12 12 1,813

田高 1966・1967 S41・S42 49～48年 59～58年 × 1 13 13 1,589

坂本 1960 S35 55年 65年 × 1 5 10 1,932

旭ヶ丘 1956～1963 S31～S38 59～52年 69～62年 × 1 83 98 -

＊２　団地は構造別に、築年の新しいものから順に並べている。 　計画期間終了時までに耐用年限を超過する団地

＊３　○…耐用年限内、△…耐用年限1/2超過、×…耐用年限超過

＊４　黒田は特公賃（４戸）を除く戸数

階数 棟数
管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

耐火造
（築浅）

70年

耐火造
（築古）

構造 名称

竣工年 法定
耐用
年限

築後
年数

（H27年
３月末時点)

計画期間終了時
（H37年３月末）の状況

簡易
耐火造

（2階建て）
45年

簡易
耐火造

（1階建て）

30年

木造
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(2) 対象団地の活用方針検討に当たって 

・活用方針の検討に当たっては、以下の要件に基づいて建替事業の可能性について各団地の状

況を判定し、検討を行った。 
 

① 集約建替の必要性 

・今後の団地管理を効率的に進めるため、数か所の団地を１団地に集約して建て替える。 

・住戸規模が少なく敷地面積が小さい団地は、大規模団地へ集約する。 

 

② 適性立地における建替の必要性 

・人口減少や空き家の増加等を背景に、都市の縮小が始まっており、今後はよりコンパクトなま

ちづくりが必要との認識から、「都市再生特別措置法」が改正され、立地適正化計画制度が創

設されている。 

・同制度下で立地適正化計画を策定する場合、人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口

密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう居住を誘

導すべき区域として居住誘導区域を設定することとなっており、公営住宅も同区域内への誘導

が求められる。 

・本市において将来的に同計画が策定されることを想定し、市街化区域外など立地条件があま

り良くない団地の場合は、より条件が良い団地への集約等を検討する。立地条件の判定には、

都市機能立地支援事業対象区域＊１の要件を満たす区域を優先することとする。 

＊１ 都市機能立地支援事業対象区域とは、鉄道・地下鉄駅から半径 1㎞の範囲内、又はバス軌道の停留所・

停車場から半径 500m の範囲内（いずれもピーク時運行本数が片道３本以上を満たすもの） 

 

③ 整備手法・方針の検討 

・民間住宅の借り上げや雇用促進住宅の購入等、建て替え以外の方法により受け皿となる住宅供

給が可能かどうか、立地条件や費用面について建替事業との比較検討を実施する。 

・建替事業を実施することが妥当であると判定された団地について、当該団地の入居世帯の状況

や敷地条件を踏まえた事業方針・計画の検討を行う。 

 



 

69 

(3) 建替団地の適性判定 

・建替団地の適正判定においては、まず集約建替の可能性について、法的な阻害要因の有無

（開発許可の必要性など）、一団の平坦な敷地を確保できるかどうか（概ね 3,000 ㎡以上）、

敷地形状（整形／不整形）の３点から判定を行う。 

・次に立地の状況について、用途地域や都市機能立地支援事業対象区域等の条件について判定

を行う。 

 

■団地別の建替団地としての適性判定 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 集約建替の可能性 

【法的な阻害要因】 

－：阻害要因なし 

△：阻害要因があるが、対応が可能 

×：阻害要因があり、対応が困難 

【一団の平坦な敷地】 

○：現状、一団の平坦な敷地が確保できる 

（概ね 3,000 ㎡以上） 

×：敷地規模が小さく、一団の平坦な敷地は 

確保できない 

【敷地形状】 

○：整形な敷地 

×：不整形な敷地（細長な敷地など） 

 

【敷地状況】 

借地：敷地全てが借地 

一部借地：敷地の一部が借地、一部が市有地 

市有地：敷地全てが市有地 

２ 立地状況 

【都市機能立地支援事業対象区域】 

○：区域内である 

×：区域外である 

一団の

平坦な
敷地

（3,000㎡

以上）

敷地

形状

敷地

状況

用途

地域

都市機

能立地
支援事

業対象

区域

地域
バラ

ンス

判定

結果

大野 S54 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

高嶋 S52 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

日野ヶ丘
S39
～48

簡耐
・調整区域だが、
　地区計画をか
　けている

○ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

× 北部 △

旭ヶ丘
S30
～38

簡耐
木造

・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

○ 南部 ○

中畑 S63 木造 ・都市計画区域外 － × ○
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

津万井 S41 木造 ・都市計画区域外 － × ○
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

田高 S41 木造 ・都市計画区域外 － × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

坂本 S34 木造
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × × 借地
集約
困難

× － － －
用途
廃止

団地名 竣工年 構造

１　集約建替の可能性 ２　立地状況

法的な

阻害要因

判定

結果
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■西脇市公営住宅位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 判定結果 

① 集約建替の可能性 

・集約建替が可能となる広さの平坦な敷地を有し、法的な阻害要因がない団地は、日野ヶ丘団

地、旭ヶ丘団地の２団地である。 

・このため、上記２団地における建替事業の可能性について立地等の面から検討を行い、住戸規

模が小さく敷地面積も小さい大野、高嶋、中畑、津万井、田高、坂本の各団地については用途

廃止として、入居者については他団地への集約を前提に整備方針の検討を行う。 

 

② 適性立地における建て替えの必要性 

・日野ヶ丘団地及び旭ヶ丘団地について、立地条件の検討を行う。 

・いずれの団地も調整区域内に立地しているが、旭ヶ丘団地は市街化区域に隣接しており、鉄

道駅から１キロメートル圏内であることから都市機能立地支援事業対象区域内となる。また、

中国自動車道にも近いなど利便性が高い。 

・さらに、団地が立地する西脇南中学校区（重春地区）では人口増加傾向があるにもかかわら

ず公営住宅が少なく、公営住宅需要が高い。 

・一方、日野ヶ丘団地は、中心市街地からやや離れた山間地域に立地し、都市機能立地支援事

業対象区域の要件には合わない立地で、交通・買い物等の利便性も悪い。 

・そこで、旭ヶ丘団地については現地建替を検討することとし、日野ヶ丘団地についてはより

立地条件が良くなるような整備手法がないか検討を行う。 
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■判定結果のまとめ 

１．集約建替の可能性 
 

２．立地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

・地区計画をかけているため、調整区

域内であるが開発が可能である。 

・一団の平坦な敷地を確保できる。 

・法定建替が可能 

・簡易耐火造で入居者が少なく、空地

が多い。 

・躯体の傷みが激しい。 

【検討要因】 

・斜面地である。 

・一部借地である。 

・急傾斜地崩壊危険箇所に隣接 

集約建替が可能① 

        ⇒ 日野ヶ丘 

 
 
 

・中心市街地から離れた立地で、交通・

買い物等の利便性が悪い。 

・鉄道駅１キロメートル圏、バス停 500

メートル圏のいずれにも入らず＊１、都

市機能立地支援事業における中心拠点

区域の要件を満たさない。 

・立地性が低いため、将来的に入居希望

が少ないことが懸念される。 

・公営住宅が比較的多くある西脇中学校

区に立地している。 

⇒より立地条件が良くなるような

整備手法がないか検討する 

立地状況が良くない △ 

         ⇒ 日野ヶ丘 

 
 
 

・市街化区域に隣接している。 

・鉄道駅１キロメートル圏にも入ってお

り、都市機能立地支援事業における中

心拠点区域の要件を満たしている。 

・中心市街地と中国自動車道の中間に位

置し、交通利便性が高い。 

・人口が増加しているにもかかわらず、

公営住宅が少ない西脇南中学校区（重

春地区）に立地し、需要が高い。 

 

⇒現地建替するものとして、事業方

針・計画の検討を行う 

立地状況が良い     ○ 

         ⇒ 旭ヶ丘 

 
 
 

・一団の平坦な敷地を確保できる。 

・法定建替が可能である。 

・簡易耐火造及び木造住宅で入居者が

少なく、空地が多い。 

・県営住宅は用途廃止後除却されてお

り、一団の空地がある。 

【検討要因】 

・調整区域内である。 

・斜面地である。 

・借地である。 

・急傾斜地崩壊危険区域に一部指定 

・一部を除き、宅地造成等規制区域内

集約建替が可能② 

        ⇒ 旭ヶ丘 

 
 
 

 

 

 

・敷地が小規模である。 

・敷地形状が不整形である。 

集約建替が困難③ 

  ⇒大野、高嶋 

   中畑、津万井 

   田高、坂本 

 
 

 

・集約建替が困難であるため、建替団地

としての適性がないと判断する。 

建替団地としての適性がないこ

とから、用途廃止とする 

判定 

終了 

継続 

判定 

継続 

判定 

＊１ P.68 の都市機能立地支援事業対象区域を参照 
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８－２ 整備の目標戸数 

(1) 公営住宅等による要支援世帯数・供給目標量の検証 

・「公営住宅供給目標量設定支援プログラム＊１（国土交通省住宅局）」のフローに準じ、各種調

査による統計データ＊２を活用して、平成27年から平成36年までの要支援世帯数＊３を推計し、

西脇市内の公営住宅等（市営・県営住宅）の供給量と比較検討することで、要支援世帯に対

する公営住宅等の供給目標量を確認した。 

・現計画において用途廃止あるいは建て替えとしている日野ヶ丘、旭ヶ丘、津万井、田高、坂

本の５団地に加え、長寿命化計画の計画期間中に耐用年限を迎える大野、高嶋、中畑の３団

地を用途廃止として、今年度から募集停止とするものと想定する。 

・さらに、次期長寿命化計画の計画期間中（平成37～46年度の10年間）に耐用年限を迎える前

坂南山と向ヶ丘の２団地についても、次期計画において用途廃止予定と判定したため、耐用

年限の10年前から募集停止とすると想定して、供給目標戸数の検証を行った。 

＊１ 使用する要支援世帯の算出プログラム：公営住宅供給目標量設定支援プログラム【国土交通省】 

＊２ 統計データ：国勢調査、住宅・土地統計調査、日本の世帯数の将来推計 等 

＊３ 「公的な支援により居住の安定の確保を図るべき世帯」をいう。言い換えれば、公営住宅への入居資格が

あると見られる世帯 

 

 

■要支援世帯数・供給目標量の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西脇市内で、公営住宅以外の借家

に住む世帯数を推計 

・この世帯数を基に、世帯の収入と

居住面積水準から 10 年間に発生

する要支援世帯数を算出 

 

 

 

 

・これまでの募集実績から、年間の

空き家の発生率を想定 

・募集対象ストック数（用途廃止等

による募集停止を除くストック

数）に空き家発生率を乗じて、年

間募集戸数を推計 

・10 年間の合計数を算出 

要支援世帯数 

＝公営住宅入居資格世帯数 

公営住宅等の供給目標量 

＝市営・県営住宅の空き家 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝◯◯世帯 

公営住宅等の供給目標量 

＝△△戸 
 比較
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(2) 西脇市における公営住宅等の要支援世帯 

Ａ：収入分位 25％＊１以下かつ最低居住面積水準未満世帯（35 世帯） 

Ｂ：収入分位 25％以下で最低居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の、高家賃負担率世帯

（134 世帯） 

Ｃ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障害者を抱える世帯かつ最低

居住面積水準未満世帯（59 世帯） 

Ｄ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障害者を抱える世帯かつ最低

居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の高家賃負担率世帯（142 世帯） 

＊１ 収入分位 25％、40％とは、総務省統計局の家計調査において、２人以上世帯を収入の低い順に並べ、収

入の低い方から、それぞれ 25％、40％に該当するグループをいう。 

 

■要支援世帯数のうちわけ（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
《参考：最低居住面積水準による世帯人数別の面積（例）》【 】は、３～５歳児が１人含まれる場合 

世帯人数別の面積（例） 単位（㎡） 

単身 ２人 ３人 ４人 ５人 

25 
 

30 
【30】 

40 
【35】 

50 
【45】 

57 
【52.25】

 

最低居住 
面積水準 

誘導居住 
面積水準 

「裁量階層」 

公営住宅対象階層 40％ 

政令月収 21万 4千円 

「本来階層」 

公営住宅対象階層 25％ 

政令月収 15万 8千円 

 
 
 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入 

 
 

Ａ：35 世帯 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入

Ｂ：134 世帯 

居住 
面積 

月収 

[公営住宅以外の賃貸住宅に居住する世帯] 

Ｃ：59 世帯 Ｄ：142 世帯 

要支援世帯数 ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 370世帯
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(3) 公営住宅等の供給目標量（10 年間） 

a：市営・県営住宅の空き家発生率（年間） 
・市営・県営住宅を合わせた募集実績から、年間 6.52％の空き家が発生すると想定。 

b：市営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値） 

・用途廃止・建て替え等による募集停止を除くストック数＝平均約 307 戸 

c：県営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値） 

・用途廃止・建て替え等による募集停止を除くストック数＝平均約 261 戸 

d：既存ストックの空き家募集戸数（10 年間）＝ a ×（ b ＋ c ）× 10 ＝ 370 戸 

e：公営住宅の供給目標量＝ d ＝ 370 戸 

 

(4) 公営住宅等の供給目標戸数 

・旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、田高、高嶋、大野、中畑の８団地を今年度から募集停止

とし、次期長寿命化計画の計画期間中（平成 37～46 年度の10年間）に耐用年限を迎える前

坂南山と向ヶ丘についても、耐用年限の10年前から募集停止にすると仮定した場合の募集可

能ストック数は市営・県営合わせて 568 戸となり、今後10年間で 370 戸の空き家募集が見

込まれるため、長寿命化計画の計画期間中の公営住宅等の供給目標量は 370 戸となる。 

・上記の供給目標量により、長寿命化計画の計画期間中に発生すると推計される要支援世帯数

370 世帯に対応することが可能である。 

■公営住宅等の供給目標量（長寿命化計画の計画期間（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度）中の推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(5) 結論 

・上述のとおり、長寿命化計画の計画期間終了時までに耐用年限を迎える８団地を今年度から

募集停止としても、残りの市営住宅ストックにより要支援世帯に対応することが可能である

ため、これら８団地については次のように活用方針を定める。 

・敷地が小さく、集約建替が難しい６団地（坂本、津万井、田高、高嶋、大野、中畑）につい

ては用途廃止とし、現入居者は旭ヶ丘団地等への集約を検討する。 

・旭ヶ丘団地については、現入居者及び用途廃止となる６団地の現入居者を受け入れる集約建

替により将来的な需要にも対応できるような整備計画を検討する。 

・日野ヶ丘団地については、現地建替は今後実施せず、市街地の空き家や空き地を活用した集

約建替について検討することとする。また、より高立地となる雇用促進住宅等の公的賃貸住

宅の活用についても検討する。 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝370 世帯 

公営住宅等の空き家募集戸数 

＝370 戸 
 比較

【結論】計画期間中に耐用年限を迎える８団地を用途廃止とし、今年度から募集停

止にしても、残りの公営住宅等募集可能ストック数により、10 年間の要支

援世帯数に対応可能である。 
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９．計画の実現に向けて 

・本計画の目標を実現していくためには、計画の策定主体である市だけでなく、住宅の所有者

である市民、住まいづくりに携わる事業者等の連携と協力が不可欠であり、本計画の目標を

共有し、それぞれの役割分担のもと、相互に協力・連携しながら計画を推進していくことが

必要である。 

 

 

(1) 市民との連携 

・市民は、良好な住宅・住環境の中で居住する権利を有しており、自らの生活に適した住宅の

質や性能の確保に努めるとともに、その一方で、住宅が社会的資本であるとの認識に立ち、

自らが使用・所有する住宅を適切に維持管理することを通じて、良好な住環境や景観を形成

したり、地球環境保全や地域活性化に寄与していくことが求められる。 

・市民は住まいづくり・まちづくりの主役であり、市民一人ひとりが自主的、主体的な取組を

進めていくことができるように、市は住まいづくり・まちづくりに関する情報提供を積極的

に行い、市民の理解と積極的な参加が得られるように努める必要がある。 

 

 

(2) 事業者との連携 

・住宅関連事業者は、市場においてほとんどの住宅の供給に携わり、主要な役割を担うことか

ら、住宅が個人の生活や地域の住環境形成の上で大きな役割を担っていることを認識し、本

計画の理念を共有して、将来の良好な住宅ストック・住環境の形成につながるような良質な

住まいづくり・まちづくりに努めていくことが求められる。 

・特に、建築士や大工・工務店など地域に根ざした活動を展開しているものについては、住ま

い手の多様なニーズにきめ細かく対応して住宅の供給を進めるとともに、その住宅の維持管

理に対してもサポートする役割が求められる。また、地域の歴史や風土に培われた建設技術

や住文化の継承をすることも、地域に密着した事業者の役割として求められる。 

・市は、住宅・住環境の持つ社会的な役割について事業者の理解を得るとともに、事業者との

連携を図り、より広範な取組ができるよう、積極的な情報提供や連携を可能とする推進体制

の構築に努める。 

 

 

(3) 行政(市)の役割 

・本市の住宅政策の課題や市民ニーズを的確に把握し、住生活基本計画に基づく総合的かつ計

画的な施策の推進を図る。 

・特に、近年住宅に対する国・県の施策が大きく変化しているなかで、必要に応じて住生活基

本計画の点検や見直しを行い、適切な施策の推進を図る。 

・近年の住宅行政においては、多分野にわたる横断的・総合的な取組が求められていることか

ら、都市計画、福祉、商工、環境、防災、まちづくり関係等の関連分野との連携を一層強化

し、必要に応じて関係部署による協議の場を設けるなどして、総合的な施策展開ができるよ
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うな庁内体制の整備を行っていく。 

 

 

(4) 包括的な推進体制の整備 

・本計画に掲げる基本理念の実現に向けて住まいづくり・まちづくりの取組を推進していくた

めには、市民、住宅関連事業者、関係団体、県等の理解と協力が不可欠であり、各主体が基

本理念及び基本方針に関して共通の認識を持ち、将来の住宅・住環境像を共有することが必

要である。 

・その上で、各主体がそれぞれの役割を踏まえた主体的な取組を推進していくとともに、相互

が対等の立場で緊密に連携し、協働していくことが求められている。 

・各主体がそれぞれの情報や意見の交換等を行い、これからの取組を検討できるよう、西脇市

住宅審議会の運営を通じて包括的な推進体制の構築とその実現に努めるものとする。 

 

 

(5) 効率的・効果的な施策の推進 

・本計画の施策を推進していくためには、限られた予算の中で効率よく展開していくことが重

要である。また、住宅施策は、短期的に取組ができるものから中・長期的な取組を要するも

のまで多岐に渡る。そこで、国や県の関連施策の動向を注視しながら、積極的に活用を進め

るとともに、他の施策との連携などによる効果の可能性を検討し、費用対効果を十分に見極

め、効率的・効果的に施策を行っていく。 
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■参考１ 西脇市住宅審議会開催経過 
 
■平成 26 年度西脇市住宅審議会開催経過 

回数 日時・場所 内容 

第１回 平成26年９月５日15時00分から 

マナビータ・プラザ３Ｆマナビー

タホール 

●西脇市住宅審議会の概要説明 

●西脇市の住宅政策の在り方について（諮問） 

(1)西脇市住生活基本計画の概要説明 

(2)計画見直しの策定スケジュールについて 

(3)西脇市住生活基本計画の見直しについて 

(4)空き家対策について 

(5)市営住宅の型別・優先入居について 

(6)市営住宅入居者へのアンケートについて（報告）

第２回 平成26年11月26日10時30分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２

(1)本審議会の審議内容について（報告） 

(2)空き家の状況と対策について 

・空き家調査結果 

・空き家対策について 

(3)市営住宅について（報告） 

・市営住宅入居者アンケート結果 

・耐震診断結果 

第３回 平成27年１月29日10時00分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２

(1)西脇市住生活基本計画見直し案について 

(2)空き家対策の推進に関する庁内体制の整備につい

て（報告） 

(3)市営住宅活用方針について（報告） 

第４回 平成27年３月24日13時30分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２

(1)西脇市住生活基本計画見直し案（具体的な施策の

展開）について 

(2)西脇市市営住宅長寿命化計画について（報告） 

 

第５回 平成27年９月 

（予定） 

●西脇市住生活基本計画の改定についての答申 
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■参考２ 西脇市住宅審議会条例及び委員名簿 

西脇市住宅審議会条例 

 
（設置） 

第１条 住宅施策に関する重要事項について調査審議するため、西脇市住宅審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査審議し、答申する。 
⑴ 居住水準の向上及び居住環境の改善に関すること。 
⑵ 公的住宅の供給及び管理の在り方に関すること。 
⑶ 民間住宅に係る施策の在り方に関すること。 
⑷ その他住宅政策に関し市長が必要と認める事項 
（組織） 

第３条 審議会は、委員20人以内で組織する。 
２ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができる。 

（委員及び専門委員） 
第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命し、又は委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 
⑵ 関係行政機関の職員 
⑶ 市民を代表する者 
⑷ 不動産業に従事する者 
⑸ その他市長が特に必要と認める者 

２ 専門委員は、専門の事項に関し十分な知識又は経験を有する者のうちから、市長が委嘱する。 
（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、第２条の規定による答申の日までとする。 
２ 専門委員は、当該専門の事項の調査が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（会長及び副会長） 
第６条 審議会に、会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 
５ 会長及び副会長にともに事故があるとき又は会長及び副会長がともに欠けたときは、あらかじめ会

長の指名する委員が、会長の職務を代理する。 
（会議） 

第７条 審議会の会議は、会長が招集する。 
２ 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 
３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（部会） 
第８条 審議会に、その所掌事務を分掌させるために、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 
３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから、会長が指名する。 
４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから、あらかじめ部

会長の指名する者が、その職務を代理する。 
６ 部会の会議については、前条の規定を準用する。 
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（意見の聴取等） 
第９条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、又は委員

以外の者から資料の提出を求めることができる。 
（庶務） 

第10条 審議会の庶務は、住宅政策担当部において処理する。 
（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 
 （西脇市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 
 条例の一部改正） 
２ 西脇市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 
 条例（平成17年西脇市条例第45号）の一部を次のように改正する。 
  別表中 
 「 
  都市計画審議会委員 日額   7,400 行政職給料表適用職員相当額  を

                                         」 
 
 「  
  住宅審議会委員 日額   7,400 行政職給料表適用職員相当額  

 
に

都市計画審議会委員 日額   7,400 行政職給料表適用職員相当額  
                                         」 
 改める。 
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西脇市住宅審議会委員名簿 

 
（敬称略、順不同） 

選出区分 氏  名 所 属 等 備 考 

学識経験のある

者 
吉本 剛典 

国立大学法人 
兵庫教育大学 大学院教授 

 

大塚 毅彦 
国立明石工業高等専門学校 建築学科

教授 
 

市民を代表する

者 
齋藤 周藏 西脇市連合区長会副会長  

内橋 昌子 西脇市消費者協会会長  

頃安 歌子 西脇商工会議所女性会会長  

津田 篤男 西脇市老人クラブ連合会会長  

亀岡 澄子 西脇市民生委員児童委員連合会副会長  

大垣 佳子 スタディママ代表  

東田 優子 ハッピーネーブル代表  

杉原 茂 公募委員  

不動産業に従事

する者 
内藤 義明 

兵庫県宅地建物取引業協会北播磨支部

支部長（西脇地区代表） 
 

関係行政機関の

職員 
谷山 拓也 

兵庫県県土整備部住宅建築局住宅政策

課長 
 

出野上 聡 
兵庫県県土整備部住宅建築局公営住宅

課長 
 

村上 和幸 
兵庫県北播磨県民局加東土木事務所ま

ちづくり参事 
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世帯
人数

誘導居住面積水準 
最低居住
面積水準一般型 

都市 
居住型 

1 人 55.0 ㎡ 40.0 ㎡ 25.0 ㎡ 

2 人 75.0 ㎡ 55.0 ㎡ 30.0 ㎡ 

3 人 100.0 ㎡ 75.0 ㎡ 40.0 ㎡ 

4 人 125.0 ㎡ 95.0 ㎡ 50.0 ㎡ 

5 人 142.5 ㎡ 109.3 ㎡ 57.0 ㎡ 

6 人 166.3 ㎡ 128.3 ㎡ 66.5 ㎡ 

・３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上の６歳未満の者は 0.5

人、６歳以上 10 歳未満の者は 0.75 人として算定する。

ただし、これらにより算定された世帯人数が２人に満た

ない場合は２人とする。 

・次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住

を前提とした面積が確保されている場合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用

のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確保され、上記

の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じ

た面積が個室部分で確保されている場合 

(出典)国土交通省の住生活基本計画 

■参考３ 用語の説明 
 

(か行) 

借り上げ公営住宅 

民間事業者が建てた建物（住棟）の住宅部分を、行政が公営住宅として借上げるもの。借上

げ期間は20年が基本である。建物の建設には補助が受けられる（共用部分及び共同施設整備費、

高齢者対応設備費が対象それぞれの２／３以内）。また、建物は公営住宅整備基準を遵守した

整備とする必要がある。 

簡易耐震診断推進事業 

住民の住宅耐震対策を支援するために、耐震診断を希望する住宅所有者の求めに応じて、西

脇市が「簡易耐震診断員」を派遣して調査・診断を行い、その結果を住宅所有者に報告する事

業。対象となる住宅は、昭和 56 年５月以前に着工したもので、診断手数料は１棟当たり 3,000

円（木造戸建て住宅の場合）である。 

居住水準・居住面積水準 

国民が安定したゆとりある住生活を営むこ

とができるよう、国土交通省が、住宅建設五箇

年計画において、家族構成に応じた住戸の規

模・性能・設備に関して設定した目標水準。平

成18年に住生活基本法が制定され、従来の居住

水準から居住面積水準という新たな水準が定

められている（右表水準）。 
最低居住面積水準は、健康で文化的な住生活

を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に

関する水準であり、誘導居住面積水準は、豊か

な住生活の実現の前提として多様なライフス

タイルに対応するために必要と考えられる住

宅の面積に関する水準である（誘導居住面積水

準には、都市の郊外及び都市部以外の一般地域

における戸建住宅居住を想定した「一般型」と、

都市の中心及びその周辺における共同住宅居

住を想定した「都市居住型」がある。）。 
 

 

(さ行) 

住宅・土地統計調査 

住宅及び世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を明らかにすることを目的として、

総務省が５年毎に実施する調査。結果が公表されている直近の調査は平成25年。平成５年まで

は「住宅統計調査」という名称で実施されてきた。 

住宅ストック 

ストックとは、ある一時点における貯蔵量のことで、フローの反対の概念。住宅ストックと

は、現存する住宅（数）のこと。 



 

82 

住宅セーフティネット 

セーフティネットとは「安全網」の意。行政などが手だてする最低限の生活を保障する安全

策。住宅セーフティネットとは、市場機能のみでは住宅を確保できない人びとに対し、柔軟か

つ公平に賃貸住宅や住宅資金を提供するための仕組みや制度をいう。 

新耐震基準 

昭和56年６月の建築基準法改正で規定された、地震に対する建築物の安全性に関する現行の

基準 
 
 

(た行) 

耐用年限 

公営住宅の構造に応じて「公営住宅法施行令」で定められた処分できる建築後の経過年数。

鉄筋コンクリート造は 70 年、簡易耐火造（２階建て）は 45 年、簡易耐火造（１階建て）及び

木造は 30 年 

多自然居住 

多自然居住とは、多自然地域（自然豊かな農村漁村など）で、自然に親しみ、自然に学び、

その地域社会への貢献も図りながら、自然と共生する、ゆとりある新たなライフスタイルの創

造を目指すものである。具体的には、新・田舎暮らしともいうべきもので、自然あふれる地域

での週末や余暇での『一時滞在』から『半定住』『定住』など多様なスタイルをイメージして

いる。（兵庫県 多自然居住支援サイトより） 

地区計画 

都市計画法に定められた都市計画の種類の一つで、住民の生活に身近な地区を単位として、

道路、公園などの施設の配置や建築物の建て方などについて、地区の特性に応じてきめ細かな

ルールを定めるまちづくりの計画 
 
 

(は行) 

バリアフリー 

障害者や高齢者などが生活するうえで障壁（バリア）となる部分を取り除くこと。建築設計

においては、段差や仕切りをなくすなど高齢者や障害者に配慮をすること。 
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■参考４ 平成 27 年度の各種支援事業等の概要 

・「７－１ 具体的施策」に記載した各種支援事業、計画等の概要を示す。 

※１ 古民家再生促進支援事業 

（1）対象となる古民家 

概ね 50 年以前に伝統的木造建築技術＊１により建設された住宅（併用住宅を含む。）

で、地域のまちづくりや景観形成に資するもの 

＊１ 伝統的木造建築技術とは以下のア～オの全てを満たすもの 

ア 軸組構法で造られた建築物 

イ 接合金物に頼らない伝統的な継ぎ手・仕口を用いた建築物 

ウ 筋交い等の斜材を多用せず「貫」を用いた建築物 

エ 主要な壁は土塗り壁等の湿式工法を用いた建築物 

オ 屋根は和瓦又は茅葺き等伝統的素材を用いた建築物 

（2）建物調査・再生提案 

・古民家所有者からの申請により、専門家を派遣して建物の調査を行い、修繕・再生

の可能性、維持管理方法などをアドバイス 

・建物調査を実施した古民家のうち、特に再生を推奨するものについて、古民家所有

者からの申請により、専門家を派遣して所有者の意向等を勘案した再生手法を提案 

・建物調査・再生提案については、古民家所有者の費用負担はなし。 

（3）改修工事費助成 

上記の再生提案や自主的に再生提案を行った古民家のうち、地域活動や交流の拠点、

宿泊体験施設、店舗等地域の賑わいや活性化に資する施設（地域交流施設等）として

再生するものについて、改修工事費助成を行う。 

ア 改修後 10 年間は、地域交流施設等として活用すること。 

イ 古民家の存する市町からも改修工事費助成を受けること。 

 
 
※２ さとの空き家活用支援事業 

・特に空き家率が高い農山村部等の一戸建て住宅を対象に、空き家への居住等に向け

た改修工事費の一部を助成 

・対象建物：市街化区域を除く区域等にあり、空き家の期間が概ね６ヶ月以上で

ある一戸建ての住宅 

・補助対象者：空き家を改修し、住居や事業所、地域交流拠点として活用しよう

とする者（いずれも 10 年以上活用することを要件とする） 

・対象とする経費：空き家の機能回復及び設備改善に係る工事費及び移転費 

・補助額：対象工事に応じた定額補助 

区分 対象者 対象経費 補助額 

住宅 
住宅として活用す

る者 
改修費 
移転費 

①工事費 

対象経費区分 補助額 

300 万円以上 100 万円 

200 万円～300 万円未満 75 万円（工事費の 1/3 以内）

100 万円～200 万円未満 50 万円（工事費の 1/3 以内）

②移転費：最大 10 万円まで（実費を上限） 

事業所 
事業所として活用

する者 
改修費等

移転費 

地域交流 
拠点 

地域交流拠点施設

として活用する者 
改修費等 500 万円まで（工事費の 1/2 以内） 
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※３ 住宅改造費助成制度（兵庫県人生 80 年いきいき住宅助成事業の活用） 

・介護保険制度の住宅改修と一体的に行う大規模な工事の場合に、費用の一部を助成 

・対象者：要介護認定・要支援認定を受けた方、身体障害者手帳１・２級の交付

を受けた方、療育手帳Ａ判定の交付を受けた方と同居している世帯 

所得要件あり（所得税非課税世帯） 

・対象工事：浴室、便所、玄関、廊下、居室、台所、洗面所、その他 

・助成金：助成対象工事費と箇所別基準額を比較して低いほうの額の合計（上限

100 万円）から介護保険の住宅改修費支給額及び居宅生活動作補助用

具給付額を控除した額に、助成率を乗じて算出した額 

・助成率：10/10（生活保護受給世帯）～1/3（市民税所得割課税世帯） 

 

 

※４ 簡易耐震診断（Ｈ26 の実績は 10 件。Ｈ27 は 15 件予定） 

・対象：昭和 56 年５月 31 日以前に建築工事に着工した住宅 

・費用：木造の戸建て住宅のみ無料（その他の住宅は要問合せ） 

 

 

※５ 耐震改修計画策定費補助（Ｈ26 の実績は１件。Ｈ27 は５件予定） 

・県補助金：対象費用の 2/3（戸建住宅 20 万円、共同住宅 12 万円/戸まで） 

・戸建て住宅の場合、更に市の補助あり：対象費用の 1/6（5 万円まで） 

 

 

※６ 耐震改修工事費補助（Ｈ26 の実績は１件。Ｈ27 は５件予定） 

・県補助金：対象費用の 1/3（100 万円まで） 

・戸建て住宅の場合、更に市の補助あり：対象費用の 1/4（30 万円まで） 

 

 

※７ 防災ベッド等設置助成事業（Ｈ27 からの新規事業） 

・５件 定額 10 万円 

 

 

※８ 建替工事費補助（Ｈ27 からの新規事業） 

・５件 定額 100 万円 

 

 

※９ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「兵庫県地域創生戦略（仮称）」 

・平成 26年 11月 21日に「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、我が国における急速な

少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への

人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたっ

て活力ある日本社会を維持していくために、国は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定すること、また都道府県及び市町村においても同様に同総合戦略を策定するよう

努めることが定められた。 

・国は、平成 26年 12 月 27 日に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、地方産業

の競争力強化や地方移住の推進、結婚・出産・子育て支援、地方都市における経済・生

活兼の形成等、地方創生に向けた施策を策定した。 

・兵庫県は、国の総合戦略を踏まえ、「兵庫県地域創生戦略（仮称）」を策定中である（平

成 27 年８月時点）。 
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※10 家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業 

・対象者：市内在住又は市内に転入予定の方で、既築住宅若しくは新築住宅に以下の

交付対象設備等を購入した方、電気自動車を購入された方 

・交付対象設備：太陽光発電システム、太陽熱利用システム、家庭用燃料電池（エネ

ファーム）、家庭用蓄電池、電気自動車充給電設備、電気自動車 

・奨励金の額等：対象設備等ごとに、また市内業者か市外業者かにより異なる。奨励

金は、「へその街にしわき共通商品券」で交付する。 

（例）太陽光発電システム１kw 当たり 3.5 万円、上限 10 万円（市内業者の

場合。市外業者なら１kw 当たり 2.5 万円、上限 6.5 万円）、電気自動

車 10 万円 

 

 

※11 住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業 

・現に住宅に困窮する世帯に対し、公営住宅の補完として、空き家を活用し一定の質

が確保された低廉な家賃の賃貸住宅を供給する。 

・居住支援協議会等を核とするマッチング体制を構築する。 

・下記の要件を満たす民間賃貸住宅の空き家のリフォーム工事に対し、改修工事費用

の一部を補助 

・入居対象者：収入分位 25％以下の高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯であっ

て、現に住宅に困窮している（狭小な住宅に居住等）ことについて居

住支援協議会が確認をした世帯（公営住宅の代替として、特に公営住

宅の落選者を優先的に入居） 

・対象住宅：床面積は原則 25 ㎡以上で、水回り・収納設備等を有すること。 

一定のバリアフリー基準に適合していること。 

現行の耐震基準に適合していること。 

・家賃：公営住宅の家賃に準じたもの 

・対象工事：バリアフリー改修工事・耐震改修工事・共同居住のための改修工事 

・補助額：リフォーム費用の１／３（空き家戸数×50 万円まで） 

 
 
※12 空き家再生等推進事業（活用事業タイプ） 

・老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の改善及び地域の活性化に

資する体験宿泊施設、交流施設、体験学習施設、創作活動施設、文化施設等の用途

に供するため、空き家住宅等の取得、移転、増改築等を行う。 
・対象施設：本事業を実施しようとする際に使用されておらず、かつ、今後も従

来の用途に供される見込みのない空き家住宅等 
・補助対象経費：空き家住宅等の改修等に要する費用、空き家住宅等の取得費

（用地費を除く）、所有者特定に要する費用 
 
 
※13 空き家再生等推進事業（除却事業タイプ） 

・老朽化の著しい住宅が存在する地区において、不良住宅、空き家住宅又は空き建築

物を除却して、防災性や防犯性を向上させるため、空き家住宅等の除却を行う。 
・対象施設：不良住宅（住宅地区改良法第２条第４項に規定するもの）、空き家住

宅及び空き建築物で跡地が地域活性化のために供されるもの 
・補助対象経費：不良住宅・空き家住宅等の除却等に要する費用、所有者特定に

要する費用 
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